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はじめに 

  

令和３年１月 15 日、𠮷𠮷川貴盛元農林水産大臣が、秋田善祺アキタフーズ元代表
取締役から養鶏・鶏卵行政に関し便宜な取り計らいを受けたいとの趣旨の下に供与
された現金計 500 万円の賄賂を収受したとして単純収賄罪の容疑で起訴された。ま
た、農林水産省幹部職員が、当時の大臣であった𠮷𠮷川氏の招きを受けて秋田元代表
と会食を共にし、結果として、利害関係者であるアキタフーズの負担で飲食してい
たことも明らかとなった。 
これらにより、農林水産省が担っていた養鶏・鶏卵行政は、不正な賄賂や接待に

よって歪められたのではないかとの強い疑念を国民から持たれるに至った。 
  
本委員会では、外部からの働きかけが政策判断に与えた影響、行政内部の意思決

定過程、農林水産省幹部職員と養鶏・鶏卵事業者の会食が与えた影響、養鶏・鶏卵
行政の過去からの経緯等について、約４ヶ月間にわたり、徹底した調査・検証を幅
広く行ってきた。 
 今般、本委員会が行った農林水産省の職員等約 50 名の聴取、９回にわたる委員
会での議論等を踏まえ、検証結果を取りまとめたので、ここに報告する。 
 
本事案における𠮷𠮷川氏らの贈収賄の成否は今後裁判で決せられることとなるが、

大きな予算を持つ農林水産省は、今後とも、いわゆる「政」「官」「業」のトライア
ングルが生じやすい構造下に置かれることに変わりはないであろう。本報告書を踏
まえ、農林水産省において、より一層透明性が高く、国民から信頼される行政運営
がなされることを強く期待する。 

 
 

令和３年６月３日 

養鶏・鶏卵行政に関する検証委員会 
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第１ 養鶏・鶏卵行政に関する検証委員会について 

 

１ 委員会の設置に至る経緯の概要 

 

（１）𠮷𠮷川元大臣の起訴 

令和３年１月 15 日、𠮷𠮷川貴盛元農林水産大臣（以下「𠮷𠮷川元大臣」という。）
が収賄容疑 ※1で在宅起訴された。 
公表された公訴事実の要旨によると、𠮷𠮷川元大臣は、大臣在任期間中の平成

30 年 10 月から令和元年９月までの間、国際獣疫事務局 ※2（OIE）が定める採
卵鶏の飼養に関する規約及び日本政策金融公庫による資金貸付に関して、一般
社団法人日本養鶏協会 ※3（以下「日本養鶏協会」という。）及び一般社団法人日
本国際養鶏協議会 ※4（以下「国際養鶏協議会」という。）の各事業等にとって有
利かつ便宜な取り計らいを受けたい等の趣旨の下に供与されるものであること
を知りながら、東京都内のホテルや大臣室で 3 回にわたり、秋田善祺アキタフ
ーズ元代表（以下「秋田元代表」という。）から自己の職務に関して現金計 500
万円の賄賂を収受したなどとされる。 
 
 

 
※1 𠮷𠮷川元大臣は、刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 197 条第 1 項前段に規定する、いわゆる単
純収賄罪で起訴された。 
※2 国際獣疫事務局は、1924 年に 28 カ国の署名を得てフランスのパリで発足した世界の動物衛生
の向上を目的とする政府間機関であり、動物衛生のみならず、食品安全や人獣共通感染症に関す
る国際基準の策定等を行っている。 
※3 日本養鶏協会は、鶏卵の需給の安定、消費の促進等を行い、もって養鶏経営の安定に資すると
ともに国民食生活の向上と養鶏産業の健全な発展に寄与することを目的とする団体。昭和 23 年に
設立され、採卵鶏農家、道府県養鶏協会などが会員となっている。秋田元代表は、平成 23 年 4 月
に理事・副会長に就任し、平成 27 年 6 月に退任。その後、令和元年 7 月に特別顧問に就任し、令
和２年７月に退任。 
※4 国際養鶏協議会は、日本の養鶏産業を取り巻く環境がグローバル化で激変する中で、幅広い意
見をとりまとめ、その実現等のために関係団体や政治・行政に働きかけることを主たる目的とする
団体。平成 27 年に秋田元代表を政策代表として設立。 
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（２）養鶏・鶏卵行政に関する検証委員会の発足 

上記事案を受け、養鶏・鶏卵行政の公正性について検証するため、令和３年
１月 29 日、農林水産省に法曹関係者、ジャーナリスト、学識経験者等の専門性
を有する外部有識者を構成員とする本委員会が設置された。 
野上農林水産大臣からは、本委員会に対し、養鶏・鶏卵行政に対する国民の

信頼を回復できるように、アニマルウェルフェアの国際基準策定過程、日本政
策金融公庫の融資方針の決定過程、その他養鶏・鶏卵行政について幅広く十分
な調査と検証を行うよう要請があった。 
この際、本委員会では、機密性の高い個人情報や関係書類を取り扱うことか

ら、委員会の委員は、秘密保持義務が課せられる非常勤の国家公務員となるこ
ととされた。   
なお、本委員会による調査・検証は、今後、公判で行われることとなる𠮷𠮷川

元大臣及び秋田元代表の贈収賄事件に関する事実関係の解明を行うことを目的
としたものではなく、𠮷𠮷川元大臣、秋田元代表その他の関係者からの指示又は
働きかけによって、農林水産省における養鶏・鶏卵行政の公正性が歪められた
かどうかを明らかにすることが目的とされた。  
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２ 委員会の委員及び開催状況 

 
（１）委員会委員 

   委員会の委員は以下のとおりであり、座長は委員の互選により選出された。 
氏 名 現 職 

井上 宏（座長） 弁護士（桃尾・松尾・難波法律事務所オフカウンセル） 
酒井 健夫 日本大学 名誉教授 
榊田 みどり 農業ジャーナリスト 
谷口 将紀 東京大学大学院法学政治学研究科 教授 

 

 

（２）事務局 

事務局は大臣官房（総括審議官が担当）とすることとされ、養鶏・鶏卵行政
を担当する部局及びこれらを担当した幹部職員は委員会の運営に関与しないこ
ととされた。 

大臣官房の職員の中でも、実際に本委員会の調査・事務を担当する者を個別
に指名し、それ以外の者には調査に関する情報共有は行わないこととするなど
大臣官房内においても保秘の徹底を図った。 
また、調査を的確に行うため、法曹資格を有する農林水産省の職員 3 名を事

務局に入れ、当該職員に職員等の聴取に当たらせた。 
 

 

（３）開催状況 

令和３年 
２月 ３日（水） 第１回委員会 
・ 養鶏・鶏卵行政に関する基礎的な情勢、アニマルウェルフェア、公庫融
資についての説明聴取 

・ 今後の委員会の進め方について議論 
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２月 10 日（水） 第２回委員会 
   ・ 調査・検証の対象、職員聴取の進め方について議論 

 
 
３月３日（水） 第３回委員会 
・ 国家公務員倫理規程違反に関する関係者の処分、鶏卵生産者経営安定
対策事業の変遷、通報窓口の設置等についての説明聴取 

・ 今後のヒアリング調査に関し、調査対象者、基本的聴取事項等について
議論 

 
 
 

 
 

３月 19 日（金） 第４回委員会 
  ・ ヒアリング調査の経過報告（課長補佐級）、追加の倫理調査に係る状 

況等についての説明聴取 
・ 今後の調査対象、調査手法等について議論 

 
 
 
 

４月 ２日（金） 第５回委員会 
   ・ ヒアリング調査の経過報告（課室長級）、畜産部ルールの制定の経緯

と届出の状況等についての説明聴取 
   ・ 今後の調査対象、調査手法等について議論 
 
 
 
 

法曹資格を有する職員が、課室長級等 14 名を聴取 

委員が、次官・局長級３名、ＯＢ３名を聴取 

法曹資格を有する職員が、課長補佐級 16 名を聴取 
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４月 23 日（金） 第６回委員会 
・ 追加の倫理調査の状況等についての説明聴取 

   ・ とりまとめの方向性について議論 
 

 
５月 14 日（金） 第７回委員会 

   ・ 報告書案について議論 
 

 

５月 27 日（木） 第８回委員会 
   ・ 報告書案について議論 
 

 

６月２日（水） 第９回委員会 
   ・ 報告書案について議論 
 
 

 

  

法曹資格を有する職員が、局長・部長級等７名、ＯＢ６名を聴取 

法曹資格を有する職員が、日本政策金融公庫の職員２名を聴取 
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３ 検証の進め方 

 

（１）検証対象 

本委員会においては、公表された公訴事実の要旨に記載があり野上農林水産
大臣からも具体的に要請されたアニマルウェルフェアの国際基準策定プロセス、
日本政策金融公庫の養鶏事業者への融資方針の決定プロセスのほか、国会質疑
等において、秋田元代表からの働きかけにより大規模生産者が有利となるよう
に事業内容が改正されたのではないかという疑いが指摘された令和２年度の鶏
卵生産者経営安定対策事業の見直しプロセスについても、調査・検証を行うこ
ととした。 
加えて、農林水産省幹部職員が利害関係者である秋田元代表から結果的に供

応接待を受けていたことが判明した事実を踏まえ、𠮷𠮷川元大臣及び秋田元代表
を含む養鶏・鶏卵事業者と職員との会食の実情及びこれが政策の公正性に影響
を与えたかどうかについても調査することとした。 

 

 

（２）会議の非公開/議事録の取扱い 

   本委員会における会議の実施方法及び議事録の取扱いについては、調査の途
中段階で調査の内容や実施状況等を明らかにした場合にはその後の調査に支
障を生じるおそれがあること、調査の中で個人情報等を取り扱う可能性がある
こと、𠮷𠮷川元大臣及び秋田元代表の公判へ影響等を与えるおそれもあることか
ら、会議は非公開で実施することとし、議事録も非公表の取扱いとした ※。 

 
    
  

 
※ 本委員会の会議は非公開とされたが、国会からの強い要請があったことを受け、調査や公判へ
の影響がないと認められる事項の範囲内で全委員の了承を得た上で、令和３年２月 22 日の衆議
院予算委員会の理事会において、農林水産省から本委員会の状況の報告が行われた。 
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４ 公正性の考え方 

 

本委員会では、養鶏・鶏卵行政の公正性を検証するに当たり、政策決定にお
ける公正性をどのように考えるか委員間で討議を行った結果、主に以下の５つ
のポイントに留意しつつ、事案に即して必要な検証を行うこととした。     

  ① 秋田元代表から、𠮷𠮷川元大臣等（報道でアキタフーズとの関係が指摘され
ていた、西川公也元農林水産大臣（以下「西川元大臣」という。）及び退職
した元幹部職員を加えたものをいう。以下同じ。）に対し、政策要望や働き
かけがあったかどうか。秋田元代表からの政策要望や働きかけを受けた𠮷𠮷川
元大臣等から、担当部局に指示や働きかけがあったかどうか。 

  ② 秋田元代表から、当時の農林水産省の担当部局に対し、政策要望や働きか
けがあったかどうか。 

  ③ 政策決定の際、上記の指示や働きかけ以外にどのような要素が考慮された
のか。 

④ 上記の指示や働きかけがあった場合、これを受け、担当部局はどのように
対応したのか。特に、従前からの農林水産省の政策方針や検討中の案を変更
したか。 

⑤ 従前からの政策方針や検討中の案の変更がなされていた場合、指示や働き
かけが政策判断に与えた影響の程度は大きかったか。また、当該判断自体に
問題があったかどうか。 
特にポイント⑤の後段を判断する場合には、法律やルールに違反したもので

あれば明確に判断できるが、そうではないときは、政策の当・不当（日本のア
ニマルウェルフェアはどうあるべきか等の価値判断。）、政と官の関係 ※など
について慎重に検討する必要があることが確認された。 

  

 
※ 平成 24 年 12 月 26 日の閣僚懇談会申合せの「政・官の在り方」において、『政策の立案・調
整・決定は、「政」が責任をもって行い、「官」は、職務遂行上把握した国民のニーズを踏ま
え、「政」に対し、政策の基礎データや情報の提供、複数の選択肢の提示等、政策の立案・調
整・決定を補佐する』ものとされている。 
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５ 調査方法 

 

（１）概要 

本委員会は、農林水産省に置かれた、法令に基づく強制力を伴う調査権限を
有しない委員会であることから、調査については省内で保管されている関係書
類の精査、現役の関係職員への聴取を中心に行うこととした。また、必要があ
る場合には、現職の職員以外の関係者に対しても任意に協力を求めることとす
るが、その際は、特に個人のプライバシーや法人の営業秘密に配慮することと
した。 

 
なお、贈収賄容疑で起訴されている𠮷𠮷川元大臣及び秋田元代表並びに起訴事

実のアニマルウェルフェアに関して秋田元代表の𠮷𠮷川元大臣への要請を仲介し
たことが確認された西川元大臣については、今後の公判等への影響を考慮して
本委員会から連絡を行うことは控えることとした。 

 
本委員会としては、鋭意調査を尽くしたが、上記の制約があったことから、

今後、刑事裁判の場などにおいて、他の証拠に基づき異なる事実が明らかにな
る可能性がある。ただ、特に職員等の聴取については、現職、退職者を問わず
協力的であり、真摯な説明を受けて事案の解明を円滑に進めることができたこ
とに、謝意を表するものである。 

 

（２）職員等の聴取 

職員等の調査は、原則として、𠮷𠮷川大臣在任期間中の平成 30 年 10 月から令
和元年９月までの間に養鶏・鶏卵行政を担当した職員（既に退職した者を含む。）
を対象とし、調査の実施状況により必要が生じた場合には、それ以外の関係者
についても対象に含めることとした。 

具体的な対象職員等については、以下①～③のとおりであり、計 51 名への聴
取を行った。 

なお、聴取を行う者については、事案当時の事務次官、生産局長及び経営局
長並びに報道でアキタフーズとの関係が指摘されていた元職員（計６名）は委
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員自ら聴取を行うこととし、それ以外の職員等（計 45 名）については法曹資格
を有する職員が委員の指揮の下で聴取を行うこととした。 

   
 このほか、上記の聴取対象以外の職員からも情報の提供を受け付けるため、
令和３年３月３日付けで、通報受付窓口を大臣官房秘書課と本委員会の座長の
弁護士事務所にそれぞれ設置した。この通報受付窓口には、１件の通報があっ
たので、その内容も踏まえ調査した。 
 

  ① アニマルウェルフェアの国際基準策定関係 

ア 𠮷𠮷川大臣在任期間中の生産局長、畜産部長、畜産振興課長、畜産振興課
畜産技術室長及び畜産振興課においてアニマルウェルフェアを担当した課
長補佐級職員 

イ 𠮷𠮷川大臣在任期間中の消費・安全局長、消費・安全局審議官、動物衛生
課長、動物衛生課国際衛生対策室長及び動物衛生課においてＯＩＥ関係業
務を担当した課長補佐級職員 
 

② 日本政策金融公庫関係 

ア 𠮷𠮷川大臣在任期間中の経営局長、経営局審議官、金融調整課長、金融調
整課において日本政策金融公庫に関する業務を担当していた課長補佐級職
員 

イ 𠮷𠮷川大臣在任期間中の生産局畜産部畜産企画課において畜産関係の日本
政策金融公庫に関する業務を担当していた課長補佐級職員 

ウ 調査を進めていく中で、本件に関し秋田元代表と面会したことが判明し
た事案当時の事務次官（既に退職）及び日本政策金融公庫の職員 
 

③ 鶏卵生産者経営安定対策事業関係 

ア 𠮷𠮷川大臣在任期間中の生産局長、畜産部長、食肉鶏卵課長、食肉鶏卵課
需給対策室長及び食肉鶏卵課において鶏卵生産者経営安定対策事業を担当
していた課長補佐級職員 

イ 本事業の過去の見直し時の生産局長、畜産部長及び食肉鶏卵課長（既に
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退職した者を含む ※。） 
 

 

（３）関係書類の調査等 

  本委員会では、職員等への聴取に先立って、対象施策の担当部局に対し、
アキタフーズ、日本養鶏協会等からの要望書、大臣説明資料等の提出を求め、
関係書類の調査を行った。 

  なお、これらの関係書類については、非公開の場での省外の者の見解も記
載されていること等から、本来、公にはされない資料であるが、今回の事案
については、元大臣が収賄容疑で起訴され、行政の公正性に強い疑念を国民
から持たれるという特別の事情を有するものとなっている。 
このため、養鶏・鶏卵行政の公正性を判断するために参照した資料のうち

重要なもの（秋田元代表からの要請書、𠮷𠮷川元大臣への説明資料及び関連す
る決裁文書）については、個人情報等に十分配慮した上で、本報告書の別冊
資料として添付したところである。 

 
 

（４）会食の調査等 

    本委員会では、𠮷𠮷川元大臣、秋田元代表等と職員との会食が政策に影響を
与えたかどうか調査するため、農林水産省から、当該会食に係る調査・処分
等の経緯について報告を受けた。 
また、農林水産省が会食に関する追加の調査を行うに当たり対象範囲につ

いて当委員会として意見を述べるとともに、その調査結果について報告を受
けた。 
    

 
※ 鶏卵生産者経営安定対策事業は、𠮷𠮷川大臣の在任以前の平成 23 年から継続して実施され、こ
れまで３年に一度のペースで見直しが行われていることから、大臣在任期間中の令和２年度の事
業見直しについて検証するためには、過去からの経緯も含めて調査・検証する必要があると判断
した。 



11 
 

第２ 調査・検証結果 

 

１ アニマルウェルフェアの国際基準策定プロセス 

 

（１）アニマルウェルフェア等の概要 

  ① OIE の定義・指針 

アニマルウェルフェアとは、家畜の快適性に配慮した飼養管理のことであ
り、OIE の勧告においては、「動物の生活とその死に関わる環境と関連する
動物の身体的・心的状態」と定義されている。 

OIE は、アニマルウェルフェアの状況を把握する上で役立つ指針として、
５つの自由（①飢え、渇き及び栄養不良からの自由、②恐怖及び苦悩からの
自由、③物理的及び熱の不快さからの自由、④苦痛、傷害及び疾病からの自
由、⑤通常の行動様式を発現する自由）を示している。 
アニマルウェルフェアについては、家畜を快適な環境下で飼養することに

より、家畜のストレスや疾病を減らすことが重要であり、結果として、生産
性の向上や衛生的で安全な畜産物の生産にもつながるものとされている。 
農林水産省では、平成 29 年及び令和２年に畜産振興課課長通知（アニマル

ウェルフェアに配慮した家畜の飼養管理の基本的な考え方について）を発出
し、上記５つの自由を確保するための具体的な対応を示している。 

   

  ② 採卵鶏の飼養方法について 

国際鶏卵委員会 ※による平成 31 年の調査によれば、日本における採卵鶏の
飼養状況は、94.2%がケージ飼いとなっており、そのほとんどが後述するバタ
リーケージであると推定されている。また、諸外国におけるケージ飼い（後
述するエンリッチドケージを含む。）による飼養の割合については、中国で
は 98％、米国では 80％、インドでは約 100％となっている。 
バタリーケージとは、ワイヤーでできたケージを連ねて幾段にも重ね、そ

 
※ 鶏卵産業に関わる当事者の相互利益のための国際協力促進等を目的に設立された国際的団体。
英国に管理事務所。 
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の中で鶏を飼育する集約飼育方式のことであり、砂浴びの区域や止まり木等
が備えられておらず止まり木での休息行動や営巣行動に制約がある一方で、
個体間の闘争行動は生じにくく、管理が容易で衛生的であるとの指摘がある。 

EU や米国の一部の州ではバタリーケージによる鶏の飼育を禁止しており、
ケージ飼いする場合には止まり木等の設置を義務付けている。なお、エンリ
ッチドケージとは、１区画の床面積を広げ、砂浴びの区域や止まり木等を設
置しているケージであり、止まり木での休息行動や営巣行動が可能である一
方で、個体間の闘争行動が生じやすく、排泄物がたまりやすく汚卵が発生す
るものもあるとの指摘がある。 

   

  ③ アニマルウェルフェアに関する OIE コードの策定プロセス 

OIE では、陸生動物衛生規約（OIE コード）において、家畜の生産におけ
るアニマルウェルフェアに関する推奨事項を定めた畜種ごとの章を平成 25
年から順次策定・改訂している。 

OIE コードについては、専門家により構成される委員会（OIE コード委員
会）で基準案を作成し、加盟国によるコメント提出と OIE コード委員会にお
ける検討を複数回経て、最終的に OIE 総会で議論した上で全会一致を原則と
して採択される。なお、加盟国には、コメントを提出する場合、体系立った
理論的根拠又は公表された科学的レファレンスに基づくことが求められる。 

    OIE コードの策定・改訂の通常のスケジュールは以下のとおりとなってい
る。なお、OIE コード委員会から示された基準案は、多くの加盟国のサポー
トを得られるまで議論・修正が繰り返され、毎年 5 月に開催される OIE 総会
で採択に付すことができる状態になるまでに長期間を要する基準案もある。 

   ・９～10 月頃  OIE コード委員会で基準案作成 
・10 月頃    OIE から加盟国にコメント照会 
・１月頃    加盟国のコメント提出 
・２月頃    OIE コード委員会で議論・修正案の作成 
・４月頃    OIE から加盟国にコメント照会 
・９月頃    OIE コード委員会で議論・修正案の作成 

（加盟国の意見が概ね統一されるまで繰り返し） 
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・５月    （検討を経て採択に付すことができる状態となった案につい

て）OIE 総会で加盟国代表が議論 
   
  ④ OIE 連絡協議会 

平成 22 年に、農林水産省（消費・安全局動物衛生課）は、OIE コードの策
定等について、関係者との情報共有及び意見交換を行うため、動物衛生、ア
ニマルウェルフェア等に関する技術的な意見を幅広く述べることができる有
識者を選定し、OIE 連絡協議会を設置している。なお、OIE 連絡協議会には
座長や委員長は置いておらず、農林水産省職員が議事の進行を行っている。 
この OIE 連絡協議会では、学識経験者３名、生産者関係団体及び畜産物の

製造・流通関連団体からの推薦者５名、消費者関係団体及びアニマルウェル
フェア関係団体からの推薦者３名及び農林水産省等の担当者を通常メンバー
とし（任期２年、再任可能）、議題に応じて必要があれば、専門的立場から積
極的に発言できる事業団体等からの推薦者等を臨時メンバーとして選定する
こととされている。また、開催時期は、OIE へのコメント提出の時期に合わ
せ、冬（12～１月）及び夏（６月～８月）の年２回の開催が基本とされてい
る。 

 
 
（２）調査により判明した事項   

① １次案の入手（平成 29 年 10 月） 

動物衛生課は、採卵鶏のアニマルウェルフェアに関する OIE コード１
次案を入手した。 
この１次案は、止まり木等の設置については、任意事項となっていた。 

 
② １次案へのコメント提出（平成 30 年１月９日） 

家畜・家禽のアニマルウェルフェアの担当である畜産振興課は、１次案
に対して、バタリーケージの使用を禁止するものではなく、また、止まり
木等の設置も必須になっていないことから、大きな修正は求めないこと
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とするとの方針を決定し、生産局内の説明・了解を経て、動物衛生課にコ
メントを提供した。 
これを受け、動物衛生課は、平成 30 年１月９日に１次案に関して、文

言の重複排除など技術的な修正のコメントのみを OIE に提出した。 
 

  ③ 秋田元代表と大野畜産部長との面会（平成 30 年３月 15 日） 

秋田元代表が大野畜産部長（職員の役職名は当時のもの。以下の記載に
おける職員の役職名も同じ。）と面会し、アニマルウェルフェアに関する
要望が書かれた文書（別冊資料１①）を手交した。この際、秋田元代表か
らは、OIE での採卵鶏のアニマルウェルフェアコード作成をもっと日本
がリードすべき旨の発言があった。 
なお、職員聴取において、複数の職員が、秋田元代表との面会について

次のように供述した。 
・ 秋田元代表は、この頃以前から、１・２カ月に１回程度の頻度で大野
畜産部長を訪問し２・３時間面会することがあったが、秋田元代表が退
室した後に部長から担当職員に対し政策的な指示がなされることはな
かった。 

・ 畜産部長の面会が長時間に及ぶとその間、部の業務が停滞すること
から、養鶏団体を担当していた畜産振興課の伏見課長は、秋田元代表が
大野畜産部長を訪問してきた際は部長室に同席し、話が長くなるよう
であれば別室で話を引き取って聞くように努めていた。 

・ これらの面会の際の秋田元代表の話は、かなり昔の自社の事業運営
の話や自身と政治家との関係性を強調する話が多かった。 

 
④ ２次案の入手（平成 30 年 10 月） 

動物衛生課は、採卵鶏のアニマルウェルフェアに関する OIE コード２
次案を入手した。この２次案は、止まり木等の設置を必須事項とする内容
となっていた。 
この２次案の内容については、将来的に長い時間をかけて対応するな

らともかく、今これが国際基準になってしまうと日本で 9 割以上を占め
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ているケージ飼いの方法が困難となり、ひいては卵の価格が高騰する可
能性もあったことから、２次案を入手して間もなく、伏見畜産振興課長と
担当者が打合せをして、我が国として反対意見を出すべきという方針を
固めていたことが確認されている。 
この方針を踏まえ、畜産振興課は、コメント提出に必要となる論文等の

科学的知見の収集を始めた。 
 

平成 30 年 10 月２日 𠮷𠮷川元大臣が農林水産大臣に就任 ※ 

    
⑤ 秋田元代表と西川元大臣の面会（平成 30 年 10 月 25 日） 

秋田元代表は、他の養鶏事業者とともに、西川元大臣を訪問し、OIE で
議論されているアニマルウェルフェアについて𠮷𠮷川大臣に要請したいと
伝え、これに対し西川元大臣から農林水産省に伝える旨返答があった。 

 

⑥ 要望書への対応検討（平成 30 年 11 月） 

畜産振興課は、日本養鶏協会を通じて、秋田元代表が大臣要請の際に持
参する要望書の写しを事前に入手した。 
畜産振興課は、この要望書の内容に関して、農林水産省としては、２次

案に対し、関係者から意見を聴取するなど十分検討した上で、多様な飼養
管理方法が可能な柔軟な内容となるよう、我が国の意見を主張したいと
考えている旨を、𠮷𠮷川大臣に事前に説明しようとしたが、大臣の時間を確
保できず、当日までに説明はできなかった。 

 
⑦ 秋田元代表の𠮷𠮷川大臣への要請（平成 30 年 11 月 12 日） 

上記⑤を受けて、秋田元代表ほか養鶏関係者による大臣要請が行われ
た。伏見畜産振興課長等は、要請の直前に上記⑥の考え方について大臣に
説明しようとしたが、𠮷𠮷川大臣は、西川元大臣から聞いているとし、詳細
な説明を求めなかった。また、この時、𠮷𠮷川大臣から、アニマルウェルフ

 
※ 以下𠮷𠮷川元大臣が大臣在任期間中の出来事については、𠮷𠮷川大臣と表記。 
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ェアは鶏に限らず畜産への影響が大きいと聞いている旨の発言があった。 
大臣要請の場では、秋田元代表らが、アニマルウェルフェア対策協議会

※1として、他の養鶏関係者とともに、日本の現状を踏まえた OIE 改訂案
となるよう努力いただきたい等の記述がある要望書（別冊資料１②）を𠮷𠮷
川大臣に手交した。この場には、西川元大臣及び池田消費・安全局長、熊
谷動物衛生課長、伏見畜産振興課長等の職員が同席した。 
𠮷𠮷川大臣から、この場で、関係団体と相談しながら OIE に意見を提出

する、大きな課題なので良く連携をとって対応したい旨の発言があった。 
 

⑧ 𠮷𠮷川大臣の国会答弁（平成 30 年 11 月 21 日 ※2） 

アニマルウェルフェアに関する農林水産省の見解を問う国会質問の通
告があり、枝元生産局長は、𠮷𠮷川大臣に対し、生産者の理解を得ながら、
アニマルウェルフェアを推進してまいりたいとの従来からのスタンスに
基づく答弁案を説明した。 
その際、𠮷𠮷川大臣からは、自分のところに言ってくる生産者はアニマル

ウェルフェアについて理解していない、アニマルウェルフェアについて
は内部で議論しないといけない、大臣になる前と今は違うということを
理解しておいてもらいたい旨の発言があった。 
𠮷𠮷川大臣は、この日の衆議院農林水産委員会において、堀越啓仁議員か

らアニマルウェルフェアについて問われ、生産者の理解を得ながら、アニ
マルウェルフェアを推進していく旨答弁した。 
また、𠮷𠮷川大臣からは、この国会質疑において、質疑者から食鳥処理場

に運び込まれた鶏が長時間放置されている事例があるとの話を聞いてい
たため、同日夕方に別件で説明に入った熊谷動物衛生課長に対し、そのよ
うな話が事実であれば議論をするのはやめるか、生産者の理解を得なが
らというスタンスではなく日本もやれることをやっていくべきではない

 
※1 アニマルウェルフェア対策協議会は、我が国に適したアニマルウェルフェア基準の策定とその
実現等のために活動することを目的とする団体として、平成 31 年に秋田元代表が中心となって設
立。 
※2 報道によると、この日（平成 30 年 11 月 21 日）、𠮷𠮷川大臣が秋田元代表より 200 万円を収受。 
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かとの旨の発言があった。 
 

⑨ 日本養鶏協会との打合せ（平成 30 年 11 月 29 日） 

平成 30 年 11 月 12 日の大臣要請を受けて、伏見畜産振興課長、熊谷動
物衛生課長等の職員は、日本養鶏協会副会長秋田正吾氏（秋田元代表の子
息）を含む養鶏関係者との間で、２次案に対するコメントについて打合せ
を行った。 
伏見畜産振興課長等から、上記養鶏関係者に対して、OIE へは科学的

根拠を示して意見を提出する必要があり、他国でやっていることを否定
することは難しいことから、日本でやっていることを肯定する方針で整
理すべき旨の発言があった。 
 

⑩ OIE 連絡協議会の臨時メンバー選定（平成 30 年 12 月７日） 

消費・安全局は、秋田正吾氏を含む４名を平成 30 年 12 月 19 日に開催
する OIE 連絡協議会臨時メンバーとして選定する旨決裁した ※（別冊資
料１③）。 
上記４名のうち、秋田正吾氏を含む生産者２名は、畜産振興課が、採卵

鶏のアニマルウェルフェアが議題となることを受けて日本養鶏協会に対
し協会として専門的立場から発言できる有識者を推薦するよう依頼を行
い、同協会からの推薦を受け、選定された。なお、秋田正吾氏を臨時メン
バーとして選定するようにとの𠮷𠮷川大臣等からの指示は認められなかっ
た。 

 

⑪ 秋田元代表の𠮷𠮷川大臣への要請（平成 30 年 12 月 14 日） 

秋田元代表など国際養鶏協議会のメンバーが𠮷𠮷川大臣と面会し、OIE
基準に盛り込まれている止まり木や巣箱の設置の義務化に反対してほし

 
※ 過去、OIE 連絡協議会において、肉用鶏（ブロイラー）及び肉用牛のアニマルウェルフェアに
関する OIE コードが議題となった際にも、生産者団体からの推薦を受けた生産者が臨時メンバー
に選定されている（平成 22 年 12 月８日及び平成 23 年 12 月７日開催の OIE 連絡協議会）。 
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い等の記述がある要望書（別冊資料１➃）を手交した。この際、𠮷𠮷川大臣
は、秋田元代表等に対し、関係国会議員と農林水産省幹部職員を集めて、
OIE への対応方針を検討することを勧めた。また、𠮷𠮷川大臣は、同月 17
日に枝元生産局長を呼び、14 日に受け取った要望書の写しを渡すととも
に、本件について、上記の会合の場で関係国会議員に対して説明するよう
に指示した。 

 

⑫ OIE 連絡協議会の開催（平成 30 年 12 月 19 日） 

平成 30 年 12 月 19 日に２次案への対応を議題に含んだ OIE 連絡協議
会が開催された。この日は、臨時メンバーとして選出された秋田正吾氏の
ほか、消費者団体、学識経験者も意見を述べている。この場で出た意見と
しては、「欧米ではアニマルウェルフェアに配慮した食品がビジネスにな
っており、消費者側からアニマルウェルフェアが牽引されている」、「命
や健康が重要視される時代だからこそ、アニマルウェルフェアは消費者
にとって関心の高い問題である」といったアニマルウェルフェアを推進
すべきとするものがあった一方で、「営巣の区域と止まり木について、世
界の大半は従来型ケージが多く、アニマルウェルフェアへの理解や対応
が進んでいない中で、国際基準で「設置すべき」と表現するのは時期尚早
である」、「国際基準では、国・地域の気候、風土、経済性に配慮される
べきであり、疾病等の発生や抗生剤等の使用の抑制という観点からも現
場で受け入れられるようなものであるべき」といった OIE コード２次案
の内容は時期尚早とするものもあった。 

  

  ⑬ 関係者による検討会の開催（平成 30 年 12 月 20 日） 

𠮷𠮷川大臣の勧めによりセットされた関係者による検討会が平成 30 年
12 月 20 日に開催された。この検討会には、秋田元代表等の養鶏関係者、
西川元大臣、関係国会議員数名と、農林水産省からは伏見畜産振興課長、
熊谷動物衛生課長等が出席した（秋田元代表等の養鶏関係者から手交さ
れた要望書は、別冊資料１⑤）。 
この場で、西川元大臣から、伏見畜産振興課長、熊谷動物衛生課長等に
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対し、２次案は受け入れられないと主張してほしい、大臣とも相談してほ
しい旨発言があった。また、秋田元代表等に対し、養鶏事業者の署名を集
めて提出するよう進言があった（ただし、その後当該署名は、農林水産省
には提出されていない。）。 
 

⑭ 𠮷𠮷川大臣への検討会の結果報告（平成 30 年 12 月 25 日） 

畜産振興課は、𠮷𠮷川大臣に対して、上記の検討会の状況について報告
し、科学的データを基に、日本の立場を主張する意見書を OIE に提出す
るとの説明を行い、𠮷𠮷川大臣からは、わかったとの反応があった。 

 

⑮ 𠮷𠮷川大臣へのコメント案の説明（平成 31 年１月９日） 

動物衛生課及び畜産振興課は、OIE コード２次案に対する日本の対応
として、採卵鶏の飼養における止まり木等の設置を任意事項に修文する
コメントを提出したい旨𠮷𠮷川大臣に説明し、了解を得た（この時の説明資
料は、別冊資料１⑥）。 
また、この頃、畜産振興課は、日本養鶏協会に対して、提出予定のコメ

ントを事前送付した ※。 
 

⑯ ２次案へのコメント提出（平成 31 年１月 11 日） 

動物衛生課は、OIE コード２次案に関して、「家畜生産システムは世
界中で多様な発展をとげてきており、OIE コードにおけるアニマルウェ
ルフェアの勧告は柔軟性が確保されたものであるべきと考える。」とした
上で、「アニマルウェルフェアに配慮した飼養管理を導入する上では、畜
産物の安全性が損なわれないことが前提である。特に湿潤な気候である
ことから細菌等が繁茂しやすい環境にある地域では、卵の衛生管理は非
常に重要な問題となっている。ヒビ卵や汚卵、尻つつきを増加させない飼
養管理方法が確立する前に、営巣区域の設置や止まり木の設置を必須と

 
※ 職員聴取において、職員から提出予定のコメントを関係団体に事前送付することは、過去にも
あったとの供述があった。 
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するのは適当ではない」等のコメントを OIE に提出した（決裁資料は、
別冊資料１⑦）。 
なお、令和元年 5 月に開催された OIE 総会においては、米国（アメリ

カ地域 31 カ国の代表）、コロンビア、インド及びジンバブエからも、現
在の飼養形態を踏まえた案となっていないことへの懸念が表明された。 

 
  令和元年８月２日 ※、𠮷𠮷川大臣は、水田生産局長及び渡邊畜産部長を呼 
び、大臣室で両者を秋田元代表に引き合わせた。 
 

令和元年９月 11 日 𠮷𠮷川農林水産大臣が退任 

 
⑰ ３次案の入手（令和元年 10 月） 

動物衛生課は、採卵鶏のアニマルウェルフェアに関する OIE コード３
次案を入手した。この３次案は、止まり木等の設置については、２次案と
異なり、必須事項ではなく、推奨事項となっていた。 
 
 

（３）委員会の見解 

① 秋田元代表から𠮷𠮷川大臣等への政策要望や働きかけ 

上記（２）で見てきたとおり、本委員会の調査により、秋田元代表から以
下の政策要望や働きかけがあったことが確認された。 
ア  同年 10 月 25 日、西川元大臣に対し、アニマルウェルフェアについて𠮷𠮷
川大臣に要請したいと発言があった。 

イ 同年 11 月 12 日、西川元大臣の仲介を受けて、𠮷𠮷川大臣と面会し、要望
書を手交した（別冊資料１②）。 

ウ 同年 12 月 14 日、𠮷𠮷川大臣と面会し、要望書を手交した（別冊資料１④）。 
エ 同年 12 月 20 日、西川元大臣、国会議員数名、農林水産省職員等が出席

 
※ 報道によると、この日（令和元年８月２日）、𠮷𠮷川大臣が大臣室で秋田元代表より 100 万円を
収受。 
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した検討会の場で、要望を行った（別冊資料１⑤）。 
 

② 𠮷𠮷川大臣等からの担当部局への指示や働きかけ 

    上記（２）で見てきたとおり、本委員会の調査により、𠮷𠮷川大臣等から担
当部局に対し、以下の指示や働きかけがあったことが確認された。 
ア 𠮷𠮷川大臣 

・ 平成 30 年 11 月 12 日の秋田元代表等との面会において、日本養鶏協
会と相談しながら OIE に意見を提出する、大きな課題なので良く連携
をとって対応したい旨の発言があった。 

    ・ 同年 11 月 21 日の朝に、同日の国会質問の答弁案の説明の場におい
て、枝元生産局長に対し、自分のところに言ってくる生産者はアニマル
ウェルフェアについて理解していない、アニマルウェルフェアについて
は内部で議論しないといけない、大臣になる前と今は違うということを
理解しておいてもらいたい旨の発言があった。 

      他方で、同日夕方に当時の熊谷動物衛生課長に対し、生産者の理解を
得ながらというスタンスではなく、日本もやれることをやっていくべき
ではないかとの旨の発言があった。 

    ・ 同年 12 月 14 日に、秋田元代表等に対し、関係国会議員と農林水産省
幹部職員を集めて、OIE への対応方針を検討するよう勧めた。また、同
月 17 日に枝元生産局長を呼び、14 日に受け取った要望書の写しを渡す
とともに、本件について、上記の会合の場で関係国会議員に対して説明
するように指示した。 
 

   イ 西川元大臣 

    ・ 平成 30 年 10 月 25 日の秋田元代表との面会において、𠮷𠮷川大臣に要
請したいとの秋田元代表の発言を受けて、農林水産省に伝える旨返答し
た。 

    ・ 同年 12 月 20 日、西川元大臣、国会議員数名、農林水産省職員等が出
席した検討会の場で、農林水産省職員に対し、２次案が受け入れられな
いと主張してほしい、大臣とも相談してほしい旨発言があった。 
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③ 秋田元代表から担当部局への政策要望や働きかけ 

上記（２）で見てきたとおり、平成 30 年３月 15 日、秋田元代表が大野畜
産部長と面会し、要望書（別冊資料１①）を手交したことが確認された。 

        
④ 政策決定の際、𠮷𠮷川大臣等からの指示等以外に考慮された要素 

アニマルウェルフェアに関する OIE への対応を検討するために、平成 30
年 12 月 19 日に開催された OIE 連絡協議会において、農林水産省は、秋田元
代表の所属する日本養鶏協会のみならず、生産者団体、消費者団体及び学識
経験者から意見を聴いている。当日の協議会では、アニマルウェルフェアを
推進すべきとする意見があった一方で、OIE の２次案の内容は時期尚早とす
る意見もあり、我が国の対応を検討するに当たって、様々な立場の方から幅
広い意見を聴いたと認められる。 
また、畜産振興課は、OIE の２次案が国際基準になってしまうと日本で 9

割以上を占めているケージ飼いの飼養方法をとることが困難となり、卵の価
格が高騰する可能性があったことも考慮したと認められる。 
さらに、畜産振興課では上記検討を行うに当たり、温暖で湿潤な気候で細

菌等が繁茂しやすい環境にある地域（アジア地域等が該当）では卵の衛生管
理が重要であることを踏まえるとともに、巣箱の構造物の設置は鶏に致死的
で病原体の媒介も行い従事している労働者にも不快なワクモ（家禽赤ハダニ）
の増加をもたらす可能性があり、止まり木の設置は鶏の骨折等のリスクを増
加させるといった科学的知見を収集・考慮したと認められる。 

 
⑤ 秋田元代表からの政策要望や働きかけが政策方針等に及ぼした影響 

    𠮷𠮷川大臣の大臣就任前において、農林水産省が示したアニマルウェルフェ
アに関する方針として、以下が確認されている。 

 
ア 平成 29 年５月 23 日、第 85 回 OIE 総会において、我が国の代表として
出席した伊藤国際衛生対策室長は、OIE 事務局から報告された OIE アニマ
ルウェルフェア世界戦略に対し、アニマルウェルフェアのガイダンスは、
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科学的根拠に加え、多様な加盟国の家畜の飼養実態や文化などの差異を踏
まえた柔軟な基準を作成することが重要である旨発言している。 

 
 イ 平成 29 年 12 月 11 日、OIE 連絡協議会において、伊藤国際衛生対策室

長は、採卵鶏のアニマルウェルフェアについて、日本としては、委員の皆
様の御意見をいただくとともに、国内農家がどの程度受け入れられるか、
実態を見極めながら、実現可能な範囲で求めていく方針になるかと思う旨
発言している。 

 
ウ 平成 30 年５月 29 日、枝元生産局長は、参議院農林水産委員会における
川田龍平議員の質問に対して、日本の経営の実態等からすると、現時点で
はバタリーケージを禁止する状況にはない旨答弁している。 

 
  我が国は、止まり木等の設置の必須化が盛り込まれた OIE の２次案に対
し、𠮷𠮷川大臣在任期間中の平成 31 年１月に止まり木の設置等を必須とする
のは適当ではない旨のコメントを OIE に提出しているが、その考え方は、上
記の OIE 総会、OIE 連絡協議会及び参議院農林水産委員会で明らかにしてき
た農林水産省の方針と同様のものとなっている。 
また、平成 30 年 10 月に OIE コード２次案の内容を確認した時点で我が国

として反対意見を出すべきという方針が畜産振興課内では既に固まっていた
と認められる。 
これらのことから、𠮷𠮷川大臣等の指示や働きかけにより、本事案に関する

政策方針や検討中の案の変更があったとは認められず、したがって、政策が
歪められた事実は確認できなかった。 

 
⑥ 本事案の評価 

上記①～⑤で見てきたように、アニマルウェルフェアの国際基準策定プロ
セスについて、秋田元代表から𠮷𠮷川大臣等や担当部局に対する要望活動が行
われたものの、当該要望を受けた政策方針や検討中の案の変更は認められず、
その内容面において政策が歪められたと疑われる事実も確認できなかった。
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また、OIE 連絡協議会において秋田元代表以外の多様な意見を聴き、政策決
定に当たり収集すべき必要な情報は収集していると認められることから、手
続面においても本事案における政策決定の公正性に関する問題点は特に認め
られなかった。 

 
  ただし、本委員会の調査により、OIE 連絡協議会の臨時メンバーを選定す
るに当たり、決裁文書に団体からの推薦に関する文書が添付されていないこ
と、臨時メンバーを追加した経緯や理由について OIE 連絡協議会で十分な説
明が行われていないことが確認された。 
また、諸外国においては、生産者だけでなく流通・食品加工・外食・小売事

業者や NGO 等がアニマルウェルフェアの推進に大きな役割を果たしている
が、我が国の OIE 連絡協議会では、臨時メンバーも含めて、これらの者がメ
ンバーとなることは少ないことや会議体の運営方法などの問題点が確認され
た。 
これらを踏まえれば、より透明性のあるプロセスの下で多様な意見を聴く

という観点では、課題があると指摘せざるを得ない。 
 
農林水産省は、今後、家畜・家禽のアニマルウェルフェアも含めて OIE の

国際基準への対応を検討していくに当たり、国内の現状と将来を見据えて、
様々な関係者が意見交換を行うOIE連絡協議会の在り方や透明性をより一層
向上させていくべきである。 

 
また、今回、調査を進めて行く中で、アニマルウェルフェアに関するこれ

までの農林水産省のスタンスは、現状の家畜の飼養管理実態に重点を置いて
いるように見えた。今後は、最新の科学的知見や国際的動向も踏まえ、より
幅広い視点から検討していくべきである。 
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２ 日本政策金融公庫の養鶏事業者への融資方針の決定プロセス 

 

（１）制度の概要と運用 

① 公庫資金の概要 

日本政策金融公庫の農林水産事業では、26 種類の公庫資金を運用して
いる。このうち、養鶏・鶏卵業者が活用できる主な制度資金は以下のとお
りであるが、いずれも、養鶏・鶏卵業者に特化した融資条件等はない。 
ア 農業経営基盤強化資金（スーパーL 資金） 

認定農業者に対し、農業経営改善計画に即して規模の拡大その他の
経営改善を図るのに必要な長期低利資金を融資する。 

イ 農林漁業セーフティネット資金 
自然災害や、社会的・経済的環境変化等により、農林漁業経営の維 

持安定が困難な農林漁業者を対象に、一時的な影響に対し緊急的に対
応するために必要な長期資金を融資する。 

ウ 経営体育成強化資金 
意欲と能力をもって農業を営む者に対し、経営展開に必要な前向き

投資のための資金と営農負債の償還負担を軽減するための資金を長
期低利で融資する。 

エ 農業改良資金 
国又は県から各種計画の認定を受けた農業者等に対して、新作物や

新技術の導入、農畜産物の加工の開始など、チャレンジ性のある取組
（農業改良措置）を実施するのに必要な無利子資金を融資する。 

オ 青年等就農資金 
認定新規就農者に対して、青年等就農計画に即して農業経営を開始

するために必要な無利子資金を融資する。 
 

② 公庫への指導、監督等 

農林水産大臣には、株式会社日本政策金融公庫法（平成 19 年法律第
57 号）上、日本政策金融公庫に対する監督、命令、立入検査等の権限が
あるが（同法第 58 条、第 59 条）、監督等の対象となるのは法令若しく
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は定款に違反し、又は著しく不当な事項があると認めるとき等であり、
これに該当しない個別融資に関する指導等を行うことはできない（個別
融資については、日本政策金融公庫法に基づき、日本政策金融公庫の判
断と責任において行われる。）。 
また、日本政策金融公庫は、日本政策金融公庫法の目的規定（第１条）

に基づき、民業補完が求められており、農林水産省から日本政策金融公
庫法に違反する対応をしないようにとの一般的な指導をすることはあ
り得るが、民間金融機関との関係で具体的にどのような方針で融資を行
っていくのか、民間金融機関との融資比率をどうするのかといった詳細
については、個別の融資に関わるものであり、不法・不当な事態が生じ
ない限り、日本政策金融公庫の判断と責任において行われる。 
一方で、日本政策金融公庫の利用者から農林水産省に対し、個別融資

に関する相談（例えば、誰がどのような資金制度を利用することができ
るか等）、苦情（例えば、融資を受けられない等）が寄せられた場合、
金融調整課で内容を聞き取り、必要に応じ日本政策金融公庫の担当を紹
介することは通常行われている。 

 

③ 公庫資金の条件改定要求 

  公庫資金（農林水産事業）の貸付条件は 農林水産行政の各施策の趣旨・
目的を踏まえ資金毎・施策毎に設定されており、毎年以下のプロセスで
資金の創設や既存資金の見直しが行われる。 

 
 通年   資金のニーズ把握のため情報収集を行う。利用者の要望は日

本政策金融公庫の融資企画部から提供される。 
 ３～５月 省内の資金担当原課が金融調整課に条件改定要求書を提出

する。条件改定要求の内容の検討は、資金担当原課と日本政策
金融公庫の融資企画部が共同で行う。 

５～７月 金融調整課が、資金担当原課と日本政策金融公庫に対し、条
件改定要求書の内容についてヒアリングを行い、要求内容の必
要性・民業補完性等の説明根拠やそれらの裏付けデータが十分
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であるかを精査する。 
８月   要求書について省内内示を行う。日本政策金融公庫が条件改

定要求書等を財務省へ提出する。 
 ９～11 月 資金担当原課、日本政策金融公庫、金融調整課が共同して、

財務省との調整を行う。 
12 月   財務省内示（条件改定要求の可否が判断される。） 
１～３月 資金担当原課、日本政策金融公庫において、資金告示・資金

要綱・業務方法書等の改正を行う。 
４月   改正貸付条件の施行 

 

 

（２）調査により判明した事項 

 

  令和元年８月２日、𠮷𠮷川大臣は、水田生産局長及び渡邊畜産部長を呼 
び、大臣室で両者を秋田元代表に引き合わせた。 

 

  ① 渡邊畜産部長との面会（令和元年８月 20 日） 

秋田元代表が渡邊畜産部長及び伏見畜産振興課長と面会した際に、特
に養鶏産業に対しては日本政策金融公庫の融資拡大を図るようにしてほ
しいとの要望をしたが、渡邊畜産部長は、それは、経営局所管と応答した
のみで、特段の対応をした事実は認められない。 

 
 令和元年９月 11 日 𠮷𠮷川元大臣が農林水産大臣を退任 

 

② 横山経営局長との面会（令和元年 10 月 31 日） 

  秋田元代表が横山経営局長と面会した際に、公庫融資に関する要望が
あった。当該面会日の前に、西川元大臣及び本川元次官から横山経営局
長に対し、秋田元代表から面会の申込みがあるので会ってやってほしい
旨の電話があった（これらの電話の際に、面会の詳しい内容への言及や
秋田元代表の要望内容の実現に向けた具体的な働きかけがあったことは
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確認されていない。）。 
当日の面会の内容の大半は、秋田元代表が自身と政治家との関係性を

強調する話や農林水産省の歴代幹部職員と親交があることを述べるもの
であった。終盤になり、秋田元代表は、養鶏産業に対しては融資拡大を図
るよう公庫に対して指導してほしい、中小規模生産者に対しては融資条
件の緩和と資金枠の拡大を図るよう公庫に対して指導してほしいとの記
述が盛り込まれた要望書（別冊資料２）を手交し、その記載内容に基づい
て要望内容を述べた。 
これに対し、横山経営局長はお話は分かりましたという程度で、特に公

庫融資制度の在り方等について議論するということはなかった。面会に
同席していた河村金融調整課長は、行政としては個別の融資拡大につい
て日本政策金融公庫に指導はできないとし、できるとしたら日本政策金
融公庫を紹介することぐらいなので、日本政策金融公庫を紹介すると述
べた。秋田元代表は、これに対し、ありがとうと応じ、面会は終了した。 

   

③ 公庫の専務との面会（令和元年 12 月４日） 

②の面会を受けて、金融調整課の職員が日程調整を行い、秋田元代表と
日本政策金融公庫の専務の面会が行われた。面会時には秋田元代表から
横山経営局長に渡されたものとほぼ同様の要望書を手交したほか、アキ
タフーズに対する個別の融資に関する要望も併せて行われた。 
これに対し、専務からは、日本政策金融公庫の融資に関する仕組み（民

業補完等）を説明して面会は終了した。 
なお、𠮷𠮷川元大臣、西川元大臣、農林水産省職員又は退職した元農林水

産省幹部職員から、日本政策金融公庫に対し、秋田元代表の要望内容の実
現に向けた具体的な働きかけは確認されなかった。 
また、上記面会の終了後、秋田元代表から横山経営局長に対し、お礼の

電話があった。 
 

④ 末松次官との面会（令和元年 12 月 17 日） 

秋田元代表が末松次官と面会した際に、日本政策金融公庫の融資に関
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する要望があった。面会の内容の大半は、秋田元代表が自身と政治家との
関係性を強調する話を長時間述べるものであった。終盤になり、横山経営
局長に渡した要望書とほぼ同様の要望書を手交し、これに基づき養鶏産
業に対しては融資拡大を図るよう公庫に対して指導してほしい旨の要望
を行った。末松次官は、これに対し、政策金融の在り方として民業補完が
原則であるという趣旨で農協系統にも頑張ってほしいと考えている旨発
言しようとしたものの、秋田元代表が遮るように他の話題に話を移し、そ
の後要望事項について話題となることはなかった。最後に末松次官が伺
った件は担当に伝えておく旨発言し、面会は終了した。ただし、面会時に
金融調整課職員が同席していたこともあり、末松次官が面会後に金融調
整課の職員に対し本件について何らかの連絡をした事実は確認されなか
った。 
なお、本面会後、金融調整課の担当者から日本政策金融公庫の専務に対

し当該面会の結果を連絡していることが確認された。 
 

 

（３）𠮷𠮷川元大臣の大臣就任以降に行われた主な公庫資金制度の条件改定  

  ① 平成 31 年４月：農業経営基盤強化資金（スーパーL 資金） 

一定の要件を満たす場合に農業経営基盤強化資金（スーパーL 資金）の
貸付限度額を引き上げる特例措置について、特例措置が適用される期限
の１年間延長が行われた。なお、当該特例措置の期間延長は平成 26 年以
降毎年必要性が認められている。 

② 令和２年４月：農業経営基盤強化資金（スーパーL 資金） 

①の特例措置について、これまでの活用実績を踏まえ、適用される期
限が廃止され、恒久化された。 

③ 令和３年４月：農林漁業セーフティネット資金 

  社会的・経済的環境変化対応資金の資金使途に、感染症により資金繰
りに著しい支障を来していること又は来すおそれがあることが追加され
た。 
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（４）委員会の見解 

① 𠮷𠮷川元大臣等からの担当部局への指示や働きかけ 

   本員会における調査では、𠮷𠮷川元大臣等から担当部局に対し、養鶏事業
者への融資について何らかの対応をとるようにとの指示や働きかけがなさ
れた事実については認められなかった。 

ただし、西川元大臣及び本川元次官から横山経営局長に対し、面会前に
秋田元代表から面会の申込みがあるので会ってやってほしいとの趣旨の電
話があったことが確認された。なお、その際、具体的な対応等について要望
等が行われた事実は認められなかった。 

 
   ② 秋田元代表からの担当部局への政策要望や働きかけ 

   上記（２）で見てきたとおり、本委員会の調査により、秋田元代表から
担当部局に対し、以下の政策要望や働きかけがあったことが確認された。 
ア 令和元年８月 20 日、渡邊畜産部長と面会し、公庫の融資拡大を要望し
た。 

イ  同年 10 月 31 日、横山経営局長と面会し、要望書を手交した（別冊資
料２）。 

ウ 同年 12 月４日、金融調整課職員が日程調整を行い、日本政策金融公庫
の専務と面会し、要望書を手交した。 

エ 同年 12 月 17 日、末松次官と面会し、要望書を手交した。 
 

   ③ 政策方針の変更の有無 

𠮷𠮷川大臣在任期間中に日本政策金融公庫の主要な制度資金であるスーパ
ーＬ資金について、貸付限度額特例の引上げ等の条件改定が行われたもの
の、これらは、近年進んできた農業経営の大規模化等を背景として措置さ
れたものと認められる。 
加えて、上記（１）③の公庫資金の条件改定要求プロセスに照らせば、８

月には財務省と協議する内容について省内決定がされることとなってお
り、令和元年 10 月以降に秋田元代表らが経営局長らに渡した要望書の内容
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が考慮要素となりうるのは令和３年４月施行以降であると考えられるが、
令和３年４月に条件改定施行された主な資金改定は、新型コロナウイルス
感染症による社会情勢を踏まえ、感染症により経済活動が停止する事態に
対応すべく措置されものであり、上記秋田元代表の要望を実現した改定で
はないと認められる。 

 
④ 本事案の評価 

上記①～③で見てきたように、日本政策金融公庫の養鶏事業者への融資
方針について、𠮷𠮷川元大臣等から担当部局への見直し内容に係る指示や働
きかけは認められず、秋田元代表から担当部局に対する要望活動が行われ
たものの、当該要望を受けた政策方針の変更はなく、政策決定における公
正性に関する問題点は認められなかった。 

 
ただし、本事案については、秋田元代表と普段養鶏事業者と接する機会

が必ずしも多くない農林水産省の幹部職員（当時の事務次官と経営局長）
との面会が実現し、また、金融調整課の担当者により秋田元代表と日本政
策金融公庫の農林業を担当とする代表取締役専務との面会がセットされ
た。 
金融調整課では、政治家やその秘書から、個別事業者に対する融資につ

いて相談等があった場合、個別融資に関する働きかけはできないと説明し
た上で、日本政策金融公庫の具体的な担当者を紹介することもあるとのこ
とであるが、今回は日本政策金融公庫の専務との面会がセットされており、
より手厚い対応がとられたと言える。 
その背景としては、秋田元代表が日本養鶏協会を代表して要望活動を行

っていたことに加え、西川元大臣から紹介されたことがあると考えられる。 
また、農林水産省が日程調整した秋田元代表と日本政策金融公庫との面

会の場では、業界の要望だけではなく、アキタフーズに対する個別の融資
に関しても話題に上がったことが確認されている。 
これらの点を踏まえれば、国民目線から見て、事業者の日本政策金融公

庫へのアクセスの観点では、不透明さが認められることは指摘せざるを得
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ない。日本政策金融公庫の融資について、政治家からの仲介を受けた個別
事業者について農林水産省が日本政策金融公庫の紹介等を行う場合には国
民からの疑惑や不信を招かないよう、事後的に文書で検証できるようにす
るなど、行政運営の透明性をより一層向上させる措置の導入を検討すべき
である。 
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３ 鶏卵生産者経営安定対策事業の見直しプロセス 

 

（１）養鶏・鶏卵事業をめぐる状況と鶏卵生産者経営安定対策事業の概要 

① 養鶏・鶏卵事業をめぐる状況 

     我が国の鶏卵消費量は、年度により若干の変動はあるものの、過去 10
年間で見ると、年間 260 万トンから 270 万トンで概ね安定的に推移して
いる。鶏卵の国内生産量は、過去 10 年間で見ると、年間 250 万トンか
ら 260 万トンで推移し、卵価の堅調を背景に令和元年度までの５年間は
連続で前年度生産量を上回っていた。鶏卵輸入量は年間の国内消費量の
約４％で推移しているところ、その９割は加工原料用の粉卵であり、鶏
卵の国内自給率（重量ベース）は約 96％である。 
採卵鶏（成鶏めす）の飼養戸数は、近年、小規模層（飼養羽数 10 万羽

未満）を中心に毎年４～６％の割合で減少している一方、一戸当たりの飼
養羽数は一貫して増加しており、生産の大規模化・合理化が進んでいると
されている（平成 31 年度の飼養戸数は 2120 戸、一戸当たりの平均飼養
羽数は約６万 7000 羽である。）。 
平成 31 年度における飼養戸数に占める小規模層の割合は約 80％を超

える一方、飼養羽数シェアでは約 25％であり、飼養羽数 10 万羽以上規
模の飼養羽数シェアが約 75％を占めている。 

    

② 令和２年度見直し検討当時の鶏卵生産者経営安定対策事業の概要等 

  平成 23 年度から、鶏卵生産者の経営安定と鶏卵の需給及び価格の安定
を図るため、鶏卵生産者経営安定対策事業が開始された。 
開始当時の鶏卵生産者経営安定対策事業は、鶏卵の毎月の標準取引価

格 ※が填補基準価格を下回った場合、その差額の９割を補填する価格差
補填事業（以下「補填事業」という。）（補助率 1/4 以内）及び鶏卵の毎
日の標準取引価格が更に下がり安定基準価格を下回った場合、一定期間、

 
※ 現行の鶏卵生産者経営安定対策事業は、卸売価格（ＪＡ全農たまご株式会社において販売され
た一定の鶏卵の１キログラム当たりの価格）を基準に制度設計されている。 
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成鶏を出荷し、鶏舎を空ける取組に対して奨励金を交付する成鶏更新・空
舎延長事業（以下「空舎延長事業」という。）（補助率定額）を内容とす
るものであった。 
なお、従前は補填事業のみが実施されていたが、補填事業は鶏卵生産者

の経営安定に資するものの、卵価下落時に生産量に応じて一定額が補填
される仕組みとなっており、必ずしも生産抑制に結びつくものではない
ことから、需給調整機能を有する空舎延長事業が併せて措置されること
となった。 
令和２年度見直し検討当時（令和元年度）の補填事業の加入生産者は、

毎事業年度、事業実施主体に対し、鶏卵１キログラム当たりの積立金の額
に加入生産者に係る鶏卵契約数量を乗じて得た金額を積立金として納付
し、交付条件を満たした場合には、全体としてプール管理されたこの積立
金から 3/4、国庫から 1/4 の割合で補填金が交付されることとされた。 
空舎延長事業の加入生産者は、毎事業年度、事業実施主体に対し、鶏卵

１キログラム当たりの協力金の額に加入生産者に係る鶏卵契約数量を乗
じて得た金額を協力金として納付し、交付条件を満たした場合には、この
協力金から 1/4、国庫から 3/4 の割合で奨励金が交付される仕組みであ
った。 
平成 23 年度の鶏卵生産者経営安定対策事業の開始以降、本事業の実施

期間は３事業年度とされ、３年ごとに鶏卵の生産及び価格を取り巻く情
勢を踏まえ、事業内容を見直してきた。なお、事業実施期間満了時に補填
事業に係る積立金の残額がある場合には、一定の範囲で加入生産者に返
還される仕組みとされていた。 
鶏卵生産者経営安定対策事業の事業実施主体は公募により選定される

こととされており、公募を行った結果、毎年度、日本養鶏協会が事業実施
主体として選定されている ※。 
令和元年度の鶏卵生産者経営安定対策事業の契約者数は 801 名、契約

 
※ 鶏卵生産者経営安定対策事業の事業実施主体は公募で選定しているが、近年は日本養鶏協会
の一者応札が続いている。 
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数量は 201 万トンである。 
 

    
（２）調査により判明した事項 

  ① 平成 30 年度の鶏卵価格の下落等 

   平成 30 年度の補填基準価格は 185 円（１キログラム当たり）、安定基
準価格は 163 円（１キログラム当たり）と設定されていたところ、同年
度から平成 31 年度（令和元年度）にかけて鶏卵価格が低迷し、約５年ぶ
りに鶏卵価格が安定基準価格を下回り（平成 31 年１月には 100 円（１キ
ログラム当たり）を下回る大幅な下落となった。）、平成 30 年４月 23
日から同年６月 25 日及び平成 31 年２月１日から同年３月 31 日までの
間、空舎延長事業が発動された（なお、令和元年５月 20 日から同年９月
２日までの間も同事業が発動された。）。 

   当時の鶏卵生産者経営安定対策事業では、空舎延長事業の発動期間は、
飼養羽数 10 万羽以上規模の生産者を補填事業による補填の対象外とす
ることとされていたところ（以下「10 万羽基準」という。）、この補填
対象外となる事態が現実化した上、飼養羽数 10 万羽以上規模の生産者が
納付済みの積立金が飼養羽数 10 万羽未満規模の生産者の補填に使用さ
れたことから、補填対象外とされた生産者から不公平であるなどの不満
の声が大きくなっていた ※。 

   鶏卵生産者経営安定対策事業の平成 30 年度予算額は 48.6 億円であっ
たところ、こうした卵価低迷により、同年度はこれが全額執行された（同
年度の空舎延長事業による処理羽数は約 560 万羽であった。）。なお、
平成 26 年度から平成 29 年度における同事業の予算額及び執行額は以下
のとおりである。 

   ・平成 26 年度   予算額：51.9 億円  執行額： 2.0 億円 

 
※ 補填事業に係る積立金は、事業実施主体において、全体としてプール管理され、必要に応じて
その中から補填される仕組みであったことから、制度上、自己が納付した積立金が他者の補填に
使用され得るものであった。 
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   ・平成 27 年度   予算額：51.9 億円  執行額： 5.2 億円 
   ・平成 28 年度   予算額：51.9 億円  執行額：12.2 億円 
   ・平成 29 年度   予算額：48.6 億円  執行額：14.6 億円 
 

平成 30 年 10 月２日 𠮷𠮷川元大臣が農林水産大臣に就任 

 

 ② 日本養鶏協会との意見交換（平成 31 年２月 19 日） 

   平成 30 年度の鶏卵価格の低迷及び空舎延長事業の発動を受け、平成
31 年１月以降、食肉鶏卵課では、鶏卵生産が過剰になっているとして、
鶏卵生産者経営安定対策事業の需給調整機能について、大規模事業者を
含め多くの加入生産者による空舎延長事業への参加を通じて強化する方
針で検討を進めることとした。 

   また、当時、鶏卵生産者経営安定対策事業は単年度事業であったが、
農林水産省としては、予算の効率的執行等の観点から、平成 30 年度以前
から基金事業化を検討していたところ、令和２年度見直しに当たっても、
引き続き、基金事業化の方針で検討を進めることとした。 
こうした検討の一環として、食肉鶏卵課は、養鶏・鶏卵業界の生産者の

意見及び生産実態等についての情報を収集するため、秋田正吾氏を含む
日本養鶏協会と意見交換を行った。 

   この意見交換の場において、食肉鶏卵課からは、鶏卵は供給過剰にあ
り、需給バランスを図るべく鶏卵生産者経営安定対策事業のうち空舎延
長事業に軸足を置く必要がある旨の発言があった。 

   日本養鶏協会側からは、生産過剰傾向にあることを前提としつつ、成
鶏処理場の処理能力が限界で受け入れてもらえておらず、出口対策が課
題である、現行の空舎延長事業の空舎期間の延長を検討する必要がある
旨の発言があった。 

      なお、食肉鶏卵課は、鶏卵生産者経営安定対策事業の事業実施主体で
あり、また、小規模から大規模生産者まで幅広い生産者が加入しており、
養鶏・鶏卵業界で最も組織率の高い団体である日本養鶏協会と意見交換
を実施することにより、様々な生産者の意見・要望等を効果的に収集す
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ることができると考え、同協会との意見交換を最も重要視していた。 
 

 ③ 日本養鶏協会での検討状況（平成 31 年２月 26 日） 

  食肉鶏卵課の担当者は、日本養鶏協会の専門委員会である鶏卵生産者
経営安定対策事業委員会にオブザーバーとして出席した。 
同委員会委員からは、以下の趣旨の発言があった。 

・ 10 万羽基準に関して、今の制度では 10 万羽から 40 万羽規模の生産
者の事業参加のインセンティブが働かない 

・ 10 万羽基準を 40 万羽に引き上げるべき 
・ 基準の線引きはどこでも不満が出る 
・ 空舎延長事業に関して鶏卵生産者経営安定対策事業ができた当初は
早期淘汰で出荷すれば価格が上がると安易に考えていたが、実際にや
ってみると成鶏処理場の受入能力の問題で出荷できないという課題が
見えてきた 

・ 成鶏処理場への手厚い支援が必要 
   

 ④ 香川県養鶏協会の農林水産省に対する要請（平成 31 年４月２日） 

   香川県養鶏協会からの要望を受けて食肉鶏卵課は意見交換を行った。 
香川県養鶏協会側からは、空舎延長事業発動時の 10 万羽基準について

20 万羽、30 万羽といった中規模の生産者が困るので、香川県の全生産者
が補填対象となるよう 80 万羽を基準としてもらいたい、空舎延長事業を
より効果的にするため空舎延長期間をより長くすることが必要である旨
の要望がなされた。 
同じ頃、複数の与野党の国会議員からも、食肉鶏卵課に対して香川県養

鶏協会と同様の要望がなされた。 
 

 ⑤ 秋田元代表から富田畜産部長への要請（平成 31 年４月９日）    

   秋田元代表が富田畜産部長及び望月食肉鶏卵課長と面会した際に、秋
田元代表から鶏卵生産者経営安定対策事業の問題点として、概要以下の
事項が伝えられた（秋田元代表から手交された文書は、別冊資料３①）。 
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  ア 積立金の管理方法が個別管理方式からプール管理方式に変更された
ことで ※、空舎延長事業発動時、10 万羽規模以上の生産者は補填され
ないだけでなく、自身の補填事業の積立金が 10 万羽未満規模の生産者
の補填に使われてしまうこと 

  イ このままでは、鶏卵生産者経営安定対策事業から大規模生産者が脱
会する可能性があること 

ウ 成鶏肉の販売不振、人手不足等により成鶏処理場の処理能力に問題
が生じており、空舎延長事業が機能しづらくなっていること 

エ 補助金の繰り越しができないこと 
 

上記の要望以前から、食肉鶏卵課では、当時、成鶏処理業者の処理能力
の問題（成鶏肉の販売不振、人手不足等）により空舎延長事業が機能しづ
らくなっていたことから、食鳥処理場での成鶏処理羽数を増加させるべ
く食鳥処理場に対する協力金の引き上げ等を検討するなどと要望に沿う
考えがあった一方、積立金をプール管理方式から個別管理方式に変更す
るとの要望に対しては、後述の平成 29 年１月の国税庁による指摘を踏ま
え、個別管理では預り金と同じ効果であるため損金算入は不可能である
との考えがあったことが確認された。 

 

⑥ 全国養鶏経営者会議との意見交換（平成 31 年４月 10 日） 

食肉鶏卵課は、鶏卵生産者経営安定対策事業見直しに向け、中小規模生
産者の意見を聴くため、全国養鶏経営者会議との意見交換を行った。 
この際、全国養鶏経営者会議側からは、中小規模の生産者から 10 万羽

基準への不満や食鳥処理場の処理能力に問題がある等の声が上がってい
るとの話があったほか、同会議会員から、生産コストが大規模生産者より
高い中小規模生産者の経営対策を重視すべきで、50 万羽規模まで生産者

 
※ 平成 26 年度から 28 年度までの間は、補填事業において、加入生産者から日本養鶏協会に納付
された積立金の管理方法は加入生産者ごとの個別管理方式とされていたが、個別管理方式では損金
算入を認めることができない旨の国税庁の指摘を受け、平成 29 年から積立金の管理方法は個別管
理方式から、全体でプール管理する方式に改められた。 
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は公平に補填を受けられるようにし、50 万羽を超える規模に対する補填
事業における国庫負担補助率を下げるなどの差異を設ける、空舎延長事
業発動時の補填事業の補填対象外制度を廃止する旨の提案等がなされ
た。 

 

⑦ 成鶏処理流通協議会との意見交換（平成 31 年４月 17 日） 

    食肉鶏卵課は、成鶏処理流通業界の意見・経営実態等の情報を収集す
るため、成鶏処理流通協議会との意見交換を行った。 

    同協議会側からは、卵価の価格低迷により空舎延長事業が発動して以
降、処理羽数が増加したが、成鶏の販売状況が良くないことなどから輸
出促進の検討が必要である、空舎延長事業の奨励金を現行の 23 円から
40 円程度に引き上げれば輸出促進に繋がる可能性が高いといった旨の
発言があった。 

 
⑧ 食肉鶏卵課における見直し検討状況（平成 31 年１月から同年４月頃） 

     食肉鶏卵課においては、上記①から⑦の意見交換等を実施しつつ見直
し内容の検討を進め、遅くとも、⑨の日本養鶏協会との意見交換前には、
以下の方針を課内でほぼ固めていたと認められる。 

 
ア プール管理から個別管理への見直しは不可能 
（理由）個別管理では預り金と同じ効果を有するため、引き続き積立金を

損金算入するためには、プール管理から個別管理への見直しは不
可能。 

 
イ 10 万羽基準の撤廃 
（理由）鶏卵生産者経営安定対策事業の需給調整機能を効果的に発揮さ

せるためには、大規模生産者を含めて多くの生産者の事業参加が不
可欠であること。当時、空舎延長事業が発動した場合には、10 万羽
以上の生産者に補填金が支払われず、10 万羽以上の生産者の積立
金が 10 万羽未満の生産者に支払われることから、10 万羽以上の複
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数生産者が脱退する事態にあったこと。一方、この規模要件を見直
すとしても、生産者は、それぞれ自分の飼養羽数を基準に自己にと
って有利な意見を言う状況であり、飼養羽数規模のどこで基準を設
定しても、必ず一部の生産者から不満が出ることになること。 

 
ウ 補填事業における補助率変更（1/4 から 1/8 に変更） 
（理由）イにより全ての生産者を補填事業の対象とすることによる過剰

生産を抑制するとともに、需給調整が必要な卵価低迷時における
空舎延長事業への参加を促す観点から、補填事業の補助率（1/4）
を平成 23 年の事業開始前の水準（1/8）にまで引き下げることが
適当であること。 

 
エ 空舎延長事業の小規模生産者に対する奨励金単価引き上げ、空舎期
間延長等の需給調整強化 

（理由）供給過剰を解消し、需給の安定を図るためには空舎延長事業の
強化が必要であったが、その際、経営体力の乏しい 10 万羽未満
規模の生産者への配慮が必要であること。また、平成 30 年度以
降、卵価低迷が長期化する中、当時の空舎延長期間（成鶏出荷後
の 60～90 日）では、卵価の回復前にヒナを導入しなければなら
ず、特に中小規模生産者にとって飼料代等の資金繰り負担が大き
いこと。 

  
オ 鶏卵生産者経営安定対策事業の基金化 

   （理由）卵価は需給状況やその他経済事情等の様々な要因により大きく
変動するため、あらかじめ、各年度の事業所要額を見込むことが
困難であること。卵価下落が年度を跨いだ場合、基金化すれば切
れ目のない補助が可能となり、需給調整機能がより効果的に働く
こと。 

 
⑨ 日本養鶏協会との意見交換（平成 31 年４月 19 日） 
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秋田正吾氏を含む日本養鶏協会との打合せにおいて、食肉鶏卵課から
は、それまでの課内での検討結果を踏まえ、令和２年度見直しに当たって
は、空舎延長事業に力点を置くという方針を示した。これに対し、日本養
鶏協会からは賛意が示された。また、食肉鶏卵課から、令和２年度の見直
しの要点は、空舎延長事業の機能強化、補填事業における不公平感の解
消、成鶏処理場支援、基金化であるとした上で、追って具体的な見直し案
を提示したい旨の説明がなされた。日本養鶏協会側からは、平成 31 年度
の鶏卵生産者経営安定対策事業の契約状況についての説明があり、その
中で、10 万羽規模以上の複数の生産者が事業にメリットがないことを理
由に契約を解約した事実等が示された。 

 

⑩ 農林水産省内における予算ヒアリング開始（令和元年５月以降） 

   食肉鶏卵課では、上記見直し方針を踏まえて、令和元年５月以降、同
年８月下旬に行われる令和２年度概算要求に向けて、大臣官房予算課に
よる査定ヒアリングに対応した。 

   
⑪ 秋田元代表等との意見交換（令和元年６月５日） 

    秋田元代表を含む日本養鶏協会の関係者が望月食肉鶏卵課長を訪れ、
意見交換を行った。この際、秋田元代表から、多くの生産者の意見とし
て、概要以下の６つの要望がなされた。 
ア 積立金のプール管理をやめてもらいたい。 
イ 鶏卵生産者経営安定対策事業を基金化してほしい。 
ウ 10 万羽基準を撤廃してほしい。生産者は自分の規模に合わせてそれ
ぞれ意見を出してきているので、線引きは農水省で決めてほしい。 

エ 空舎延長事業を強化してほしい。 
オ 成鶏処理場への奨励金を増額してほしい。 
カ 中小規模生産者に対する思いやりのある優しい対策をしてほしい。 
 
これに対し、食肉鶏卵課からは、それまでの検討状況を踏まえ、以下の

発言があった。 
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ア 積立金を損金算入するためにはプール管理が必須との国税庁からの
指摘があり、プール管理をやめることはできない。 

イ 生産者間の不公平感を解消し、幅広い事業者の事業参画を確保する
ため、補填事業の 10 万羽基準を廃止することを考えている。 

ウ 事業の基金化に向け、概算要求後から財務省と協議をする予定。 
エ 補填事業の 10 万羽基準は廃止するが、国の負担割合を 1/8 に変更す
ることを検討している。また、空舎延長事業強化のため、空舎期間を更
に延長した事業者に対して奨励金の増額等の対応を検討している。 

オ 成鶏処理場への奨励金額を２倍程度に増額することを検討している。 
 
⑫ 日本養鶏協会との意見交換（令和元年７月１日） 

    食肉鶏卵課職員は、秋田正吾氏を含む日本養鶏協会との間で意見交換
を実施し、従前どおりの見直し方針を説明したところ、日本養鶏協会側
からは特段反対意見は出されなかった。  

 

  ⑬ 令和２年度概算要求（令和元年８月 30 日） 

     農林水産省は、以下の内容で財務省に予算の概算要求を行った（要求
額約 54.6 億円）。併せて、鶏卵生産者経営安定対策事業の基金事業化も
要求した。 

 
   １．補填事業 

課題 対応案 

○ 補填事業の発動停止基準

をどこに設定しても、基準

を超える飼養羽数の生産者

から不満が出る 

 

○ 10 万羽基準を維持した場

合、空舎延長事業発動時に

○ プール管理を継続する中で、生産者

間の不公平感、中規模生産者の資金繰

り問題を解消するため、10 万羽基準を

廃止。 

  これに伴い、10 万羽基準の廃止に伴

う増産を抑制するとともに、空舎延長

事業への参加を促すため、国の負担割
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補填を受けられない中規模

生産者の資金繰りに支障が

生じる。 

また、10 万羽規模以上の

生産者が事業から脱退する

懸念あり。 

 

○ 積立金の個別管理方式へ

の変更は不可能 

合を平成 22 年以前の 1/8 に戻す。 

 

   ２．空舎延長事業 

課題 対応案 

① 出口対策の強化 

 ○ 成鶏肉の販売不振によ

り、在庫が溜まっている 

 

 ○ 倉庫代が嵩むため、成

鶏の処理を受け入れられ

ない 

 

 

○ 食鳥処理場への奨励金の引き上げ 

 

  現行 ：23 円/羽 

  見直し：47 円/羽 

②  需給調整 機 能の強化  

○ 空舎期間が短いため、  

卵価が上昇局面に達して

いない段階で次のヒナを

導入しなければならず、

特に中小規模生産者にお

いて飼料代等の資金繰り

の負担大 

 

 

○ 10 万羽未満生産者の奨励金増額 

 

現行：出荷後 60～90 日未満 270 円/羽 

見直し：出荷後 60～90 日未満 310 円/羽 

 

○ ヒナの再導入期間及び奨励金単価の見

直し 
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 ○ 資金繰りの観点から空

舎後の導入羽数を減らし

たいとの要望あり 

 

 ○ 最近の低卵価は供給過

剰が原因。従前除外され

ていた毎年１月も他の月

と同様、事業を発動する

必要あり 

現行 ：出荷後 60～90 日未満  

    ・10 万羽未満：270 円/羽 

    ・10 万羽以上：210 円/羽 

 

見直し：出荷後 60～90 日未満 

    ・10 万羽未満：310 円/羽 

    ・10 万羽以上：210 円/羽 

     

    出荷後 90～120 日未満 

    ・10 万羽未満：620 円/羽 

    ・10 万羽以上：420 円/羽 

 

○ ヒナの再導入割合の引き下げ 

 

  現行 ：出荷羽数の４割以上 

  見直し：出荷羽数の３割以上 

 

○ 全ての月で空舎延長事業発動 

 

令和元年９月 11 日 𠮷𠮷川農林水産大臣が退任 

 

⑭ 秋田元代表から食肉鶏卵課への要望（令和元年 11 月１日） 

    秋田元代表が望月食肉鶏卵課長に面会し、鶏卵生産者経営安定対策事業
に関して、概算要求の内容の実現を要望した。これに加えて、当該面会時
には、秋田元代表から、アニマルウェルフェアに関する活動資金を鶏卵生
産者経営安定対策事業の契約者から一律徴収できないか、鶏卵生産者経営
安定対策事業の契約者は全員日本養鶏協会に加入させるべきとの話があっ
たが、この２つの要望については、特段の対応は取られていない（秋田元
代表から手交された文書は、別冊資料３③）。 
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 ⑮ 概算決定（令和元年 12 月 20 日） 

    概算要求の内容のとおり、鶏卵生産者経営安定対策事業の見直しが行わ
れた。 

 

 

（３）第１期から第３期までの各見直し状況 ※ 

 ① 第１期（平成 23 年度）事業開始までの経緯 

我が国の鶏卵自給率は約 95％と高く、また、需要も概ね安定的に推移す  
るなどわずかな生産量の変動が大幅な価格変動につながりやすい構造にあ
ること、鶏卵価格は季節変動を伴うことなどの事情を踏まえ、安価かつ安
定的に鶏卵が市場に供給されるべく、生産者の経営安定対策として、従前
から、卵価下落時に鶏卵の生産量に応じて補填金が支払われる鶏卵価格安
定対策事業（基金事業）が措置されていた（予算額 12.5 億円）。 
平成 21 年のリーマンショックの影響による鶏卵消費落ち込み等を背景

に卵価が低水準となり、需給調整の必要性が高まったこと、当時、政権交代
を契機として農業者に対する経営安定対策事業の見直しが図られることと
されたことなどの事情を背景として、平成 22 年度、上記鶏卵価格安定対策
事業に加え、緊急措置として、農畜産業振興機構（ALIC）の予算による事
業として鶏卵需給安定緊急支援（空舎延長事業の前身）が実施された（予算
額約 36.5 億円）。 

 
② 第１期（平成 23 年度）事業 

平成 22 年度に措置された鶏卵需給安定緊急支援については、「独立行政
法人の業務・事業の見直し基本方針」（平成 22 年 12 月７日閣議決定）を
踏まえ、空舎延長事業として、国の直轄事業として補填事業と併せて一般
会計予算で措置された（単年度事業）。この時、事業実施主体は１本化さ

 
※ 鶏卵生産者経営安定対策事業については、平成 23 年度から開始され、３年ごとに事業内容を見
直している。本報告書では便宜上、平成 23～25 年度を第１期、平成 26～28 年度を第２期、平成
29～令和元年度を第３期、令和２～４年度を第４期として記載することとする。 
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れ、公募の結果、日本養鶏協会が選定された。 
鶏卵生産者経営安定対策事業開始時の事業内容は、以下のとおり。 

○ 補填事業 
・補助率：1/4 以内（従前は概ね 1/8） 

○ 空舎延長事業 
・補助率 ：定額 
・空舎期間：60～90 日未満 
・奨励金額：飼養羽数 10 万羽未満規模 200 円/羽 
      飼養羽数 10 万羽以上規模 150 円/羽 
      食鳥処理場        17.4 円/羽 
 

③ 第２期（平成 26 年度）事業 

ア 鶏卵価格の状況 
平成 24 年度は生産過剰により卵価が低水準で推移し、また、平成 25 年

５月から７月にかけて、卵価が大幅に低落し、空舎延長事業が発動された
が、需給調整の効果が十分発揮されていない状況にあった。 

 
イ 40 万羽基準の導入及び積立金管理方法の変更 

需給調整機能が十分働いていない主な理由が、生産コスト等で優位にあ
る大規模生産者に対し、中小規模と同水準の補填金が交付されていること
により、大規模生産者の需給調整意欲を阻害していること、大規模生産者
が空舎延長事業に参加をせずに増羽を行っていることなどにあるとの考え
の下、需給調整機能を強化するため、大規模生産者に空舎延長事業の取組
を促すべく、空舎延長事業の発動中、40 万羽以上の大規模生産者（全体の
補填額の約５割）を補填事業の交付対象外とする（以下「40 万羽基準」と
いう。）とともに、奨励金単価を小規模と同水準に引き上げる、生産者負担
金を導入する（生産者負担金の導入は、空舎延長事業に参加することなく
需給調整の効果のみを享受することを防ぎ、空舎延長事業への参加を促す
ため）などの見直しが行われた。 

     第２期（平成 26 年度）から、補填事業の積立金管理方法について、加入
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生産者ごとの個別管理方式とする内容に変更された。 
         

第２期（平成 26 年度）の事業見直し内容は、以下のとおり。 
○  補填事業 

       ・空舎延長事業発動時の補填対象外基準設定：40 万羽以上規模生産者は対
象外 
○  空舎延長事業 

       ・補助率 ：3/4 以内（生産者が 1/4 を負担） 
       ・奨励金額：全生産者一律： 210 円/羽 
             食鳥処理場 ：  23 円/羽 
 

  ④ 第３期（平成 29 年度）事業 

ア 平成 26 年度から平成 28 年度の卵価状況 
平成 26 年度から平成 28 年度にかけては、卵価は堅調に推移し、生産量

が毎年増加傾向にあり、将来、生産過剰による卵価の低下が見込まれてい
たものと認められる。 

 
イ 日本養鶏協会からの要望内容 

第３期（平成 29 年度）の事業見直しに関しては、日本養鶏協会から、概
要以下の要望があったことが確認された。 
○ 空舎延長事業への取組を促すよう、鶏卵価格が空舎延長事業発動の水
準になった場合は、原則、価格差補填されない仕組みとする。 

○ その際、経済基盤の弱い小規模層の鶏卵生産者（例えば 10 万羽未満）
には、価格差補填ができるよう配慮する。 

  
    ウ 第３期（平成 29 年度）の事業見直し内容の確定（平成 28 年８月から 12

月） 
上記④ア及びイ記載の事情を踏まえ、引き続き、空舎延長事業強化の観

点からの見直しが行われ、概要以下の内容で概算要求及び概算決定がなさ
れ、第３期（平成 29 年度）の見直し内容が固まった。 
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○ 補填事業 
・空舎延長事業発動時の補填対象外基準：飼養羽数 10 万羽以上規模生産者 

○ 空舎延長事業 
    ・奨励金額：飼養羽数 10 万羽未満 270 円/羽 

飼養羽数 10 万羽以上 210 円/羽 
 

エ 積立金管理方法についての国税庁からの指摘（平成 29 年１月頃） 
上記③イ記載のとおり、第２期（平成 26 年度）見直しの際、補填事業の

積立金管理方法が加入生産者ごとの個別管理方式に変更され、同年度から
平成 28 年度までの間、同方式で運用されていた。しかしながら、平成 29
年１月、第３期の見直しに当たり、国税庁より、個別管理方式では、税法
上、損金として扱うことができない旨指摘を受け、積立金の管理方法につ
いて、プール管理方式とする内容に変更された。 
この積立金管理方法の変更により、10 万羽基準が発動された場合、補填

対象外とされた生産者が納付した積立金が、空舎延長事業の発動期間等次
第では、補填対象とされた生産者の補填に使用され得ることが容易に想定
されたが、この資金管理方法の変更による影響についての生産者への周知・
説明が十分になされた形跡は見当たらない。 
 
 

（４）委員会の見解 

① 𠮷𠮷川元大臣等からの担当部局への指示や働きかけ 

   本委員会の調査では、𠮷𠮷川元大臣等から担当部局に対し、事業の見直し
について何らかの対応をとるようにとの指示や働きかけがなされた事実に
ついては認められなかった。 

  
② 秋田元代表からの担当部局への政策要望や働きかけ 

上記（２）で見てきたとおり、本委員会の調査により、秋田元代表から担
当部局に対し、以下の政策要望や働きかけがあったことが確認された。 
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ア 平成 31 年４月９日、富田畜産部長と面会し、鶏卵生産者経営安定対策
事業の問題点を伝えた（別冊資料３①）。 

イ  令和元年６月５日、望月食肉鶏卵課長と意見交換を行い、鶏卵生産者
経営安定対策事業の見直しに関する要望を行った。 

ウ 同年 11 月１日、望月食肉鶏卵課長と面会し、鶏卵生産者経営安定対策
事業の見直しに関する要望を行った（別冊資料３③）。 

 

 

   ③ 秋田元代表からの政策要望や働きかけが政策方針等に及ぼした影響 

第４期（令和２年度）の鶏卵生産者経営安定対策事業見直しは、平成 30
年度に供給過剰により卵価が低迷し、空舎延長事業が発動されている期間
中は飼養羽数 10 万羽以上規模の生産者が補填事業による補填対象外とな
り不公平感が顕在化したこと等を受け、望月食肉鶏卵課長以下の担当職員
が主体的に需給調整機能強化等の観点で見直しのための検討を開始したと
認められる。 

     そして、上記見直し内容を検討するに当たり、望月食肉鶏卵課長以下の
担当職員は、日本養鶏協会と複数回打合せを行ったほか、香川県養鶏協会、
中小規模の生産者を中心とする全国養鶏経営者会議、成鶏処理流通協議会
等の関係団体とも意見交換等を行い、多角的に情報収集を行ったことが確
認された。 

   決定された見直し内容の一部は結果的には秋田元代表からの要望に沿っ
たものとなっているが、その見直し内容は元々望月食肉鶏卵課長以下の担
当職員が検討していた内容であった。秋田元代表からの要望のうち、積立
金のプール管理をやめてほしいという点に関しては見直し内容に反映され
ておらず、アニマルウェルフェアに関する活動資金を鶏卵生産者経営安定
対策事業の契約者から一律徴収できないか、鶏卵生産者経営安定対策事業
の契約者は全員日本養鶏協会に加入させるべきという要望内容に対して
は、農林水産省において何らの対応もとられていない。 
これらを踏まえれば、秋田元代表からの働きかけが第４期（令和２年度）

事業の見直しに実質的な影響を与えたとは認められない。 
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④ 本事案の評価 

     上記①～③で見てきたように、第４期（令和２年度）の鶏卵生産者経営
安定対策事業の見直しについては、𠮷𠮷川元大臣等からの担当部局への見直
し内容に係る指示や働きかけは認められず、また、秋田元代表から担当部
局に対する要望活動が行われた事実は認められるものの、当該要望が見直
し案の策定に実質的な影響を与えたとは認められなかった。事業の見直し
内容を検討する過程では、食肉鶏卵課は、秋田元代表や日本養鶏協会のみ
ならず、他の関係団体とも意見交換を行う中で、養鶏・鶏卵業界の実態等
の情報収集を行うなどしており、そのプロセスにおいても特段公正性に疑
いを生じさせるような事情は見当たらなかった。以上より、政策決定にお
ける公正性に疑いを生ぜしめる問題点は特に認められなかった。 

 
他方で、過去からの経緯を調べた結果、第３期（平成 29 年度）の見直し

時の政策検討は十分なものと言えず、第４期（令和２年度）の見直しにおけ
る課題を残したことが確認された。 
当時の補填事業の補填金における原資構成割合は、生産者の積立金（４

分の３）が国庫補助金（４分の１）を大きく上回っており、３年間の事業実
施期間終了後には残額の一定額が生産者に払い戻される仕組みもあった。
このため、生産者からすると、いわば卵価が下がった場合に備えた積立保
険に入るような感覚で当該事業に加入していたと考えられる。しかしなが
ら、国税庁からの指摘を踏まえ、積立金の管理方法をプール管理方式に改
めたことにより、10 万羽基準が発動した場合、補填対象外とされた中規模・
大規模生産者の納付した積立金が、補填対象とされた小規模生産者の補填
金に使われてしまう仕組みとなってしまった。 
本委員会では、当該見直しを行うに際し、当時、どのような検討が行われ

たのか調査したが、これらを明らかにすることはできず、また、見直しの結
果生じ得る影響の生産者への周知が十分に行われたかも確認できなかっ
た。  
そもそも、本事業については、国民の食生活に欠かせない卵（平均すると
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国民１人当たり１日約１個を消費）の価格安定という重要な機能を担って
いるにもかかわらず、食肉鶏卵課と事業実施主体である日本養鶏協会の２
者を中心に事業内容の検討が行われてきた実態がうかがわれた。このこと
が上記の不十分な事業見直し検討を招いた遠因となり、結果として卵価下
落時に大規模生産者の不満が生じ、需給調整機能の低下につながるおそれ
が生じたことにつながったと考えられる。 
他の畜産物（加工原料乳及び肉用子牛）の経営安定対策は、毎年、食料・

農業・農村政策審議会に諮問 ※し、答申を受けた上で決定されていること
も踏まえ、今後、本事業については、政策決定プロセスの改善及び透明性の
向上を図っていくべきである。 

  

 
※ 加工原料乳については、加工原料乳生産者補給金等に係る交付対象数量並びに加工原料乳生産
者補給金及び集送乳調整金の単価、肉用子牛については、肉用子牛生産者補給金制度の保証基準
価格及び合理化目標価格を諮問。 
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４ 会食の影響 

 

（１）秋田元代表等との会食について農林水産省が行った調査・処分 

① 令和３年１月７日に配信された記事により、令和元年９月 18 日に５名の
農林水産省職員が政治家及び利害関係者に該当する秋田元代表等とともに会
食した旨、秋田元代表の手帳に記録が残されていたと報道された。 

 
② これを受け、農林水産省において、関係する職員の聞き取りを進めたとこ
ろ、令和元年９月 18 日、日比谷の飲食店において、農林水産省職員５名（水
田生産局長、渡邊畜産部長、伏見畜産企画課長、犬飼畜産振興課長、望月食
肉鶏卵課長）が、𠮷𠮷川元大臣、河井克行氏、西川元大臣、秋田元代表、アキ
タフーズ関係者とともに会食したこと及び職員は自らの会食に係る費用を負
担していないことが確認された。 
また、平成 30 年 10 月４日、日比谷の飲食店において、農林水産省職員４

名（枝元生産局長、富田畜産部長、伏見畜産振興課長、望月食肉鶏卵課長）
が、𠮷𠮷川大臣、河井克行氏、秋田元代表とともに会食したこと及び農林水産
省職員は自らの会食に係る費用を負担していないことが確認された。 

 
③ 会食の会場となった飲食店から情報が得られなかったことから、会食に参
加したアキタフーズの関係者に問い合わせたところ、令和元年９月 18 日の
会食は 11 名で 255,964 円、平成 30 年 10 月４日の会食は 10 名で 220,334
円であり、いずれもアキタフーズが支払ったことが確認された。 
手土産については、𠮷𠮷川元大臣からとして会食の会場の従業員に渡されて

受け取ったと発言した職員もいたが、調査の結果、当該飲食店で用意したも
のではないが、アキタフーズにおいても手土産代の支払い記録は確認できず、
手土産の内容や費用の負担状況等は判明しなかった。 

 
④ 𠮷𠮷川元大臣の在任期間中（平成 30 年 10 月から令和元年９月 30 日までの
間）に生産局畜産部の室長級以上に在職していた職員 16 名並びに過去５年
間（平成 28 年３月から現在）に養鶏・養卵を所管した課長補佐以上の職員６
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名に、アキタフーズからの供応接待など国家公務員倫理法（平成 11 法律第
129 号）等に違反する行為がないか、他の職員の国家公務員倫理法等違反の
疑いがある行為を見聞きしたことがないか聞き取りを行ったが、国家公務員
倫理法等違反に該当するような事実は確認できなかった。 

 
⑤ 会食に参加した者に対し、申述があった２回の会食のほかに国家公務員倫
理法等違反の疑いのある行為がないか確認を行ったところ、現在は農林水産
省を退職している富田元畜産部長から平成 30 年８月２日に溜池山王の飲食
店で、西川元大臣、秋田元代表、日本養鶏協会の関係者、大野元畜産部長と
自己の費用負担なく、会食したとの申述があったが、アキタフーズでの支払
いは確認できなかった。 

 
⑥ 前記②記載の農林水産省職員は𠮷𠮷川大臣からの誘いを受けて、平成 30 年

10 月４日及び令和元年９月 18 日に会食に参加したものであり、費用は政治
家が負担していたとの認識であった。しかしながら、実際には秋田元代表が
費用を負担しており、結果的には利害関係者であるアキタフーズから飲食の
供応接待を受けたこととなり、当該行為は、国家公務員倫理規程（平成 12 年
政令第 101 号。以下「倫理規程」という。）第３条第１項第６号及び国家公
務員法第 99 条に違反したと認定された。 
これを受け、農林水産省では、会食に出席した職員を減給等の懲戒処分に

するなど、関係者の処分等を行った ※。 

 
※ 処分等の内容は、以下のとおり。 

（１）減給１月間 10 分の１（懲戒処分） 

  ・ 枝元真徹 事務次官（行為時：生産局長） 

  ・ 水田正和 生産局長 

  ・ 伏見啓二 大臣官房審議官（行為時：畜産振興課長・畜産企画課長） 

（２）戒告（懲戒処分） 

  ・ 渡邊 毅 生産局畜産部長 

・ 望月健司 経営局農地政策課長（行為時：食肉鶏卵課長） 
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⑦ 今回の事案を生じさせた根底には、政治家の招きを受けて会食に参加した
場合には、倫理規程上の問題は生じないという農林水産省幹部職員の甘い認
識があるとされた。 
このため、農林水産省では、全職員に対する公務員倫理の遵守の指導、全

幹部職員を対象とした研修、関係団体への倫理規程等の周知・徹底を行うほ
か、省独自の新たなルールとして、政治家及び利害関係者が同席する会食に
職員が参加する場合には、費用の金額や費用を誰が負担したのかの如何を問
わず、大臣及び倫理監督官に届出を行わせることとされた。 

 

 
 

 
（３）訓告（矯正措置） 

  ・ 犬飼史郎 生産局畜産振興課長 

（４）富田育稔氏（行為時：畜産部長）は既に退官しており、国家公務員法に基づく懲戒処分

を行うことはできないが、その行為は「戒告」相当。 

 

  各人の量定の考え方は以下のとおり。 

・ 枝元次官及び水田局長については、会食に参加した職員の中で最も職責が高く、率先

して国家公務員倫理法等を遵守し、部下職員を管理監督する立場にあったこと等から、

「減給」の懲戒処分とされた。   

・ 伏見審議官については、２回の会食に参加しており、過去倫理規程違反で処分された

ことがあること等から、「減給」の懲戒処分とされた。 

・ 渡邊部長については、管理職を指導監督する指定職の職にあったこと等から、「戒告」

の懲戒処分とされた。 

・ 望月課長については、２回の会食に参加していたこと等から、「戒告」の懲戒処分とさ

れた。 
・ 犬飼課長については、１回の会食に参加したのみであり、より職責の高い者が同席し
ていたことから、訓告処分（矯正措置）とされた。 
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（２）農林水産省が行った会食に関する追加の倫理調査 

① 調査の趣旨等 

令和３年３月 10 日、農林水産省は、𠮷𠮷川元大臣と秋田元代表の起訴を受け
国会等で様々な指摘があり、本委員会でも過去に遡って幅広く会食の実態を
調査するべきとの意見があったことから、養鶏・鶏卵行政の公正性に影響を
及ぼした可能性のある会食がなかったか、（１）④の調査よりも広い範囲で
徹底的に把握する追加調査を開始した。 
具体的には、この調査では、倫理規程上問題ないものも含め、期限を限ら

ず過去に遡って、養鶏・鶏卵事業者との会食の機会を幅広く把握するととも
に、畜産事業者（養鶏・鶏卵事業者を除く。以下同じ。）との会食の機会も併
せて把握することとされた。 
また、（１）の違反事案は政治家が同席した場合における、農林水産省職

員の認識の甘さに起因していたことを踏まえ、「職員が政治家及び養鶏・鶏
卵事業者と同席した会食」の機会と「職員が政治家及び畜産事業者と同席し
た会食」の機会についても併せて把握することとされた。 
調査対象者については、𠮷𠮷川元大臣の在任期間に限らず、歴代に遡って、

畜産部の室長級以上の者と、本委員会の検証対象となっていたアニマルウェ
ルフェア、公庫融資、鶏卵生産者経営安定対策事業に関係する課長補佐級以
上の者について、合計約 150 名を対象に調査を行うこととされた。 

     

  ② 調査結果 

    上記の 150 名の職員について、職員聴取で申告のあった会食と保存されて
いる倫理規程等に基づく飲食届で確認された会食の合計の件数は、養鶏・鶏
卵事業者との会食が 18 件（うち、政治家同席５件）、畜産事業者との会食が
247 件（うち、政治家同席 25 件）であった。 

    大臣官房秘書課は、職員聴取で申告のあった会食について、倫理規程に違
反するものがなかったか確認するため、職員が自己負担したことを証明する
書類がないものを対象に同席した利害関係者の聞き取り等を行ったところ、
利害関係者の負担で飲食したことが疑われる会食は確認されなかった。 

    なお、職員聴取の結果、職員が政治家及び利害関係者と同席した会食のう
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ち、自己の飲食に要した費用を負担していなかったものが５件確認され、そ
のうち、４件が「政治家と養鶏・鶏卵事業者が同席した会食」であり、１件
が「政治家と畜産事業者が同席した会食」であった。これらの５件について、
同席した利害関係者の聞き取り等を行ったところ、利害関係者の負担で飲食
したことが疑われる会食は確認されなかった。 

    また、これらの５件を含めて、今回の職員聴取では、養鶏・鶏卵行政につ
いて、会食の場に出席した政治家や利害関係者から政策に関する個別の働き
かけがあったことは確認されなかった。 

 

 

（３）調査により判明した事項 

  ① アキタフーズとの会食（平成 30 年 10 月４日及び令和元年９月 18 日） 

    本委員会では、公務員倫理の観点から農林水産省が行った上記の調査（倫
理規程に違反する行為の有無に関する調査）とは別に、養鶏・鶏卵行政の公
正性を検証する観点から、平成 30 年 10 月４日又は令和元年９月 18 日に行
われた会食に参加した職員に対し、会食の趣旨や当日のやりとりについて聞
き取りを行った。 

    職員聴取の結果、職員は𠮷𠮷川大臣から誘いを受けて会食に参加したが、会
食の趣旨については事前には説明がなく、会食を終えてもはっきりとしたこ
とは分からなかった。他方で、令和元年の会食については、「会食の趣旨自
体は明確な説明がなかったので分からないものの、８月２日に水田生産局長
及び渡邊畜産部長が大臣室に呼ばれ、𠮷𠮷川大臣から秋田元代表を引き合わさ
れたところ、この時は短時間の簡単な挨拶で終わったことから、𠮷𠮷川大臣は
秋田元代表と農林水産省幹部職員とをきちんと顔合わせすべきとは考えて
いたのではないか」と自身の考えを述べた職員もいた。 

    また、同じく職員聴取の結果、上記２回の会食では、いずれの会食の場に
おいても出席した政治家や秋田元代表からアニマルウェルフェア等の政策
に関する働きかけは認められなかった。上記２回の会食の当日のやりとりに
関しては、聴取で以下の趣旨の供述をした職員がいた。 
・ 利害関係者と政治家が同席している場で、何か頼みごとをされるという
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のが一番恐れる事態だが、そういうことにはならなかったので、ほっとし
た。 

・ 𠮷𠮷川大臣と河井議員が中心に話をしていた。 
・ 秋田元代表は口数が少なかった。 
会食に参加した職員は、いずれの会食についても、会食の費用は同席して

いた政治家が負担したものと考えていたが、その額が１万円を超えるか調査
しようとしたり、倫理規程第８条の届出をしようとした者はいなかった。こ
のことから、農林水産省の少なくとも一部の幹部職員の間では、会食の費用
を政治家が負担した場合には倫理規程第８条の適用はないとの誤った法解釈
が広まっていたことが判明したため、本委員会ではそのような誤解が省内に
広まった原因を調査したものの、これを明らかにすることはできなかった。 

    
② 農林水産省を退職した職員とアキタフーズの関係 

  本委員会では、過去に遡って、養鶏・鶏卵行政の公正性を検証するため、
農林水産省を退職した職員からも在職時当時の鶏卵生産者経営安定対策事業
の見直しに関する経緯等について聞き取りを行った。 
この際、併せてアキタフーズ等の養鶏・鶏卵事業者との会食の機会につい

ても尋ねたところ、倫理規程に違反する疑いのある現役時代の会食は確認さ
れなかった。 
他方で、農林水産省退職後に、秋田元代表から招きを受けてアキタフーズ

の所有するクルーザーに乗船したと発言した元職員が２名（本川元次官及び
大野元畜産部長）確認された。クルーザーに乗船した元職員からは、以下の
趣旨の供述があった。 

   ・ 現役時に秋田元代表と食事をしたことはないが、退職後には先方から誘
いを受けて何度か食事を御馳走になった。 

・ クルーザーへの乗船については、招待を受けたので、その場では宿泊費
と飲食費用は支払っていないが、現地（広島県福山市）までの交通費は自
分で支払っている。また、宿泊費と飲食費用は後日精算して支払っている。 

・ 退職後のことであり、業務上の関係もなく、問題があるとは思っていな
かった。 
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・ 現役の農林水産省職員は同席していなかった。 
  また、クルーザーに乗船した者を含め、聴取した元職員が現役時代に秋田
元代表に特別の便宜を図った事実は確認されなかった。 
なお、クルーザーに乗船した者を含め、聴取した元職員からは、自らの退

職後に、農林水産省現役職員に対し政策に関する働きかけはしていない旨の
供述があった。農林水産省現役職員からも、退職した元職員からアニマルウ
ェルフェア等の政策について何らかの働きかけを受けた旨の供述はなく、聴
取した元職員から働きかけがあったことを裏付ける文書も確認されなかっ
た。 

 

③ その他の養鶏・鶏卵事業者との会食 

    農林水産省が行った会食に関する追加の倫理調査において、職員が政治家
及び養鶏・鶏卵事業者と同席し、自己の飲食に要した費用を負担していなか
った会食（職員は、同席していた政治家が費用を負担していたとの認識）が
確認されたことから、本委員会では、養鶏・鶏卵行政の公正性を検証するた
め、これらの会食に出席した職員に対し、会食の趣旨や当日のやりとりにつ
いて聞き取りを行った。 
職員聴取の結果、職員は政治家が主催する会であったことを踏まえ参加し

たが、会食の趣旨については、特に具体的な説明などもなく、はっきりとし
たことは分からなかった。 
また、同じく職員聴取の結果、上記の会食の場において、出席した政治家

や養鶏・鶏卵事業者から政策に関する働きかけがあったことは確認できなか
った。当日のやりとりに関しては、何年も前の会食であり、よく覚えていな
いとの供述があった。 

 

 

（４）委員会の見解 

前記のとおり、平成 30 年 10 月４日及び令和元年９月 18 日に行われた会食
において、出席した政治家や秋田元代表からアニマルウェルフェア等の政策に
関する働きかけは認められなかった。また、出席した農林水産省職員は、いず
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れも、会食費用は出席した政治家が負担するものであり、利害関係者が支払う
ものではないとの認識を有していたと認められた。このため、これらの会食が
アニマルウェルフェア等の養鶏・鶏卵行政の公正性に特段の影響を及ぼしたと
は認められなかった。 
農林水産省を退職した職員が、秋田元代表から招きを受けてアキタフーズの

所有するクルーザーに乗船した件についても、クルーザーに乗船した者を含む
元職員の聴取の結果、農林水産省現役職員に対する政策に関する働きかけは認
められなかった。また、農林水産省現役職員の聴取においても、これらの元職
員から、農林水産省現役職員に対し、個別の行政に関する要望等がなされた事
実も認められなかった。このため、これらの元職員の行動がアニマルウェルフ
ェア等の養鶏・鶏卵行政の公正性に特段の影響を及ぼしたとは認められなかっ
た。 
他方で、秋田元代表は、①農林水産省の幹部職員と面会した際に、自身と政

治家との関係や農林水産省の歴代幹部職員と親交があることを繰り返し強調し
ていたこと、②様々な人脈を駆使して農林水産省に対する要請活動を行ってい
たこと等から、上記の会食等を自らの人脈を築くために活用しようとしていた
ことはうかがわれる。 
今回処分を受けた職員は、いずれも自ら進んで供応接待を受けたとは認めら

れないが、農林水産省幹部職員の公務員倫理に関する意識については、大いに
問題があると指摘せざるを得ない。 
今回、𠮷𠮷川大臣の招きを受けて秋田元代表と会食を共にし、国家公務員倫理

法違反で処分された幹部職員の中に倫理規程第８条に基づく飲食の届出を行う
ため、費用の確認を行おうとした者はおらず、政治家が同席している場合は利
害関係者が同席していても上記届出をしなくてよいとの誤った法解釈の認識を
持っていた者も多かった。 
そのような法令の誤解に正当化の余地はないが、それ以前に、たとえ会食の

場で政策に関する働きかけ等がなかったとしても、「政」「官」「業」が集ま
り、職員が自己の飲食に要する費用を負担せずに政治家・利害関係者と会食を
すれば、少なからぬ国民の間に行政を歪めているのではないかとの疑惑を招き
かねないことに思いを致すべきであった。 



60 
 

また、畜産部（生産局）では、過去に利害関係者から供応接待を受ける事案
が度々発生し、飲食の届出に関する上乗せルール ※を導入していたが、今回本
委員会で行った調査の結果、せっかく作ったこの上乗せルールについて、政治
家及び利害関係者と同席する会食において政治家の負担で飲食をする会食は対
象外と整理して自ら大きな穴を空けて運用していたことがあったことも確認さ
れた。 
農林水産省は、公務員倫理に関する職員の理解・認識が、上記のように、特

に政治家が関連する飲食に関して誤りを含む不十分なものであったことにつ
き、改めて認識し、自戒を深めるべきである。そのような誤解が広まった原因
の解明には至らなかったが、農林水産省（畜産部）の組織風土の中に、行政運
営上の政治家との密接な関係性に影響されて、政治家との飲食を特別視するよ
うなコンプライアンス軽視の要素がなかったか、改めて見直し、幹部職員の研
修を充実させるなど、今後の法令遵守に遺漏なきを期すべきである。 
今回の事案を受けて、再発防止を図るため、農林水産省が省独自の新たなル

ールとして、政治家及び利害関係者が同席する会食に職員が参加する場合の届
出制度を導入したことは、評価できる。今後とも、新たな制度や畜産部の上乗
せルールなど各種飲食に関する届出について届出漏れが発生しないよう職員に
対し定期的に周知徹底を行うとともに、公正性が疑われる会食がないか届出内
容の確認を厳正に行っていくべきである。 
一方で、本委員会が聴取した幹部職員からは、自分も大臣に誘われたら会食

の参加を断れない、大臣に本当に会計したのかたずねることは難しいとの声も
多く聞かれた。このような職員の声を考えれば、大臣や政治家が介在する事案

 
※ 生産局では、畜産部職員が利害関係者から複数回供応接待を受けていた事例を受け、平成 20
年６月 27 日から、飲食の届出に関する上乗せルール（生産局ルール）を設けていた。具体的に
は、利害関係者と飲食した場合、倫理規程第８条の届出の対象とならない自己の飲食に要する費
用が１万円以下の会食であっても届出を義務付けるもの等であったが、取組期間中の倫理規程違
反事例が少なかったことから、当該ルールは平成 27 年８月６日にいったん終了した。 
その後、生産局畜産部において、倫理保持にゆるみが生じていると見受けられる事例が再び発

生したことを受けて、平成 31 年３月１日から、生産局ルールと同様の内容の飲食の届出等に関
する上乗せルール（畜産部ルール）を設けている。このような上乗せルールが運用されているこ
とについては、関係団体にも周知され、協力の要請がなされている。 
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について、個々の職員にのみ対応を求めることはいささか酷ともいえる。農林
水産省は、今回の違反事案を踏まえ、職員と政治家が同席する会食において国
家公務員倫理法に違反する事態が生じないよう、役所組織として、政務三役等
「政」の側に今般の違反事案の経緯等を説明する仕組みを設けるなどの対応を
とっていくべきである。 
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第３ 結論・提言 

 

１ 結論 

（１）アニマルウェルフェアの国際基準策定プロセス 

  秋田元代表から𠮷𠮷川元大臣等や担当部局に対する要望活動が行われたものの、
当該要望を受けた政策方針や検討中の案の変更は認められず、その内容面にお
いて政策が歪められたと疑われる事実も確認できなかった。また、政策方針の
決定に当たっては、科学的根拠や OIE 加盟国の多様な飼養実態等を踏まえると
ともに、国内の有識者で構成される OIE 連絡協議会において多様な意見を聴い
ていることから、手続面においても本事案における政策決定の公正性に関する
問題点は特に認められなかった。 
他方で、秋田元代表の子息を OIE 連絡協議会の臨時メンバーに追加した経緯

や理由について同協議会で十分な説明が行われておらず、また、協議会には流
通・食品加工・外食・小売事業者や NGO 等がメンバーとなることは少ないこ
とや会議体の運営方法などの問題点が確認された。 

 
（２）日本政策金融公庫の養鶏事業者への融資方針の決定プロセス 
   𠮷𠮷川元大臣等から担当部局への見直し内容に関する指示は認められず、秋田

元代表から担当部局に対する要望活動が行われたものの、当該要望を受けた政
策方針の変更はなく、政策決定の公正性に関する問題点は認められなかった。 
他方で、秋田元代表と養鶏事業者と接する機会が多くない農林水産省の幹部

職員（当時の事務次官と経営局長）との面会が実現し、また、金融調整課の担
当者により秋田元代表と日本政策金融公庫の代表取締役専務との面会がセット
されるという手厚い対応がとられたことが確認されており、日本政策金融公庫
へのアクセスの観点では、不透明さが認められた。 

  
（３）鶏卵生産者経営安定対策事業の見直しプロセス 

   𠮷𠮷川元大臣等から担当部局への見直し内容に関する指示は認められず、秋田
元代表から担当部局に対する要望活動が行われたものの、その要望内容と担当
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部局における政策形成プロセスを精査したが、当該要望が鶏卵生産者経営安定
対策事業の見直し案の策定に実質的な影響を与えたとは認められず、本事案に
おける政策決定の公正性に関する問題点は特に認められなかった。 
他方で、他の畜産物（加工原料乳及び肉用子牛）の経営安定対策は、毎年、

食料・農業・農村政策審議会に諮問し、答申を受けた上で決定されているにも
かかわらず、鶏卵生産者経営安定対策事業については、これまで、食肉鶏卵課
と事業実施主体である日本養鶏協会の２者を中心に事業内容の検討が行われて
きており、外部有識者や様々な利害関係者による制度の有効性、問題点等の批
判や評価を十分に受けてこなかったとの問題点が確認された。 

 
（４）会食の影響 

平成 30 年 10 月 4 日及び令和元年 9 月 18 日に行われた会食において、出席
した政治家や秋田元代表から政策に関する働きかけは認められないなど、当該
会食が個々の行政決定の公正性に特段の影響を及ぼしたとは認められなかった。 
他方で、秋田元代表が会食等を自らの人脈を築くために活用しようとしてい

たことがうかがわれた中で、農林水産省の職員は、特に政治家が関連する飲食
に関する公務員倫理の法令の理解に誤りがあり、自己の飲食に要する費用を負
担せずに政治家・利害関係者と共に会食することに対する国民の視線の厳しさ
に対する認識が不十分であったことが確認された。 

  

 

２ 提言 

 上記のように、アニマルウェルフェアの国際基準策定過程、日本政策金融公庫
の融資方針の決定過程、鶏卵生産者経営安定対策事業の見直しプロセスのいずれ
においても、政策が歪められた事実は確認できず、政策決定における公正性に関
する問題点は特に認められなかった。 
また、秋田元代表、𠮷𠮷川元大臣等と職員の会食についても、政策決定の公正性

に影響を与えたとは認められなかった。 
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  しかしながら、本委員会が行った調査において、養鶏・鶏卵行政については、
「政」「官」「業」の距離が近く、行政が政治や生産者からの働きかけを受けや
すい構造にあることが確認された。しかも、政治家が関わる利害関係者との会食
について、一定期間、少なからぬ農林水産省幹部職員が倫理関係法令の理解を誤
っていたことも判明した。今回の事案に関する政策決定自体の公正性が損なわれ
ていなかったとしても、養鶏・鶏卵行政に関する国民からの信頼を十分に得てい
くことは難しいと言わざるを得ない。 

  他方で、政策の立案・調整・決定は、国民が選んだ「政」が責任をもって行い、
「官」は「政」を補佐する立場にあることから、「政」からの指示を「官」が拒
むことは難しい。また、指示をする「政」が不正な働きかけを事業者から受けて
いたとしても、そのことを「官」が事前に察知することも困難と考えられる。 
このため、「官」の側において、法令遵守の意識・体制を再構築するとともに、

「政」や「業」から「官」に対する公正性を欠く働きかけが抑制的になるよう、
要求の当・不当にかかわらず、その働きかけと「官」側の対応について的確に記
録して保管するなど事後的に公正性が問題となった場合に迅速・明快に調査・判
断が可能となる「行政の意思決定過程の透明性を向上させる措置」をシステムと
して入れておくことが重要と考えられる。 

  これらを踏まえ、今後、農林水産省が具体的に改善を図るべき事項について、
本委員会として、以下のとおり提言する。 

 
（１）OIE 連絡協議会の運営及びアニマルウェルフェアへの対応 

① 家畜・家禽のアニマルウェルフェアも含めて OIE の様々な国際基準への対
応を検討していくに当たり、OIE 連絡協議会のメンバーの選定手続を再検討
するとともに、特定の意見に偏ることがないようメンバー構成の多様性や議
事運営の透明性について、より一層向上させるべき。 

 
② 今後の我が国におけるアニマルウェルフェアの推進に当たっては、最新の
科学的知見、国際的動向、流通・食品加工・外食・小売事業者の動向等の様々
な要素も考慮した上で、より科学的・戦略的に対応していくべき。 
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（２）日本政策金融公庫の融資 

政治家の仲介を受けた個別事業者から、日本政策金融公庫の融資に関する要
望を受け、又は日本政策金融公庫の担当者の紹介を依頼された場合に農林水産
省がとった対応について、行政文書として記録・保存しておくべき。 

 
 
（３）鶏卵生産者経営安定対策事業 

鶏卵生産者経営安定対策事業について、事業の評価・見直しや基準価格の設
定を行うに際し、食料・農業・農村政策審議会に諮るなど、有識者等の批判や
提案を受けられるよう、政策決定プロセスの改善を図るとともに、事業の詳細
な実施状況を公表すべき。 

 
 
（４）自己の費用の負担なく行う利害関係者との会食 

 ① 政治家が関係する場合も含め、公務員倫理関係法令の遵守に遺漏なきよう、
幹部職員に対する研修を充実させるなど、所要の措置を講ずべき。 

 
 ② 全職員に各種飲食の届出も含めて公務員倫理の遵守を徹底するとともに、各

種飲食の届出があったものについて、倫理監督官が中心となって国民の疑惑
を招くような会食がなかったかチェックすべき。 

 
③ 国家公務員倫理規程に違反する会食が確認された場合には、厳正に対処す
るとともに、当該事案の公表を積極的に行うべき。 

 
④ 今般の違反事案は政治家である大臣が幹部職員を利害関係者が同席する会
食に招いたことが発端となっていることも踏まえ、大臣などの政務三役の交
代や幹部職員の世代交代があっても、組織として、今般の違反事案を風化させ
ずに確実に記憶し、事案の再発防止を図ることができる仕組みを設けるべき。 

 



養鶏・鶏卵行政に関する検証委員会開催要領 

農林水産省 

第１ 趣旨 

 養鶏・鶏卵行政の公正性について検証するため、外部委員を構成員とする検証委

員会を設置する。 

第２ 検証事項 

１ アニマルウェルフェアの国際基準策定プロセス

２ 日本政策金融公庫の養鶏業者への融資方針の決定プロセス 

３ その他養鶏・鶏卵行政に関し必要な事項 

第３ 構成 

  委員会は、別紙に掲げる者をもって構成する。 

第４ 座長 

１ 委員会に座長を置き、委員の互選によって選任する。 

２ 座長は、委員会を統括する。 

３ 座長に事故があるときには、あらかじめその指名するものがその職務を代理

する。 

第５ 運営 

１ 委員会は、座長の招集により開催する。 

２ 座長が必要と認める場合には、オンライン会議、文書その他の方法により委

員会を開催することができる。 

３ 委員会は、非公開とする。 

４ 委員会の庶務は、大臣官房秘書課が行う。 

第６ その他 

前記に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、座長が定める。 

66



日付 アニマルウェルフェア 公庫融資 鶏卵生産者経営安定対策事業 備考

12月11日

　伊藤国際衛生対策室長がOIE連絡協議
会において、国内農家がどの程度受け入
れられるか実態を見極めながら、実現可
能な範囲で求めてく旨発言
　（P23　１（３）⑤イ）

平成30年
3月15日

　秋田元代表が大野畜産部長に面会し、
要望
　（P14　１（２）③）

4月23日
　空舎延長事業の発動
　（平成30年6月25日まで）
　（P35　３（２）①）

5月29日

　枝元生産局長が参議院農林水産委員会
において、日本の経営実態からすると、現
時点でバタリーケージを禁止する状況には
ない旨答弁
　（P23　１（３）⑤ウ）

10月2日

（𠮷川大臣就任）

10月4日

・10月４日、𠮷川大臣、
秋田代表と職員（枝元
局長等）が会食
（P56　４（３）①）

10月25日
　秋田元代表が西川元大臣に面会し、𠮷
川大臣への要請のセットを依頼
　（P15　１（２）⑤）

11月12日
　秋田元代表が𠮷川大臣に面会し、要望
　（P15　１（２）⑦）

11月21日

　𠮷川大臣が衆議院農林水産委員会にお
いて、生産者の理解を得ながら、アニマル
ウェルフェアを推進してまいりたい旨答弁

（P16　１（２）⑧）

・11月21日、都内ホテ
ルにて200万円収受の
疑い（報道）

12月7日
　秋田正吾氏を含むOIE連絡協議会の臨
時メンバー４名を選定
　（P17　１（２）⑩）

12月14日

　秋田元代表が𠮷川大臣に面会し、要望
　𠮷川大臣から、秋田元代表に対し、関係
者を集めて対応方針を検討するよう発言
　（P17　１（２）⑪）

12月19日
　OIE連絡協議会が開催
　（P18　１（２）⑫）

12月20日
　𠮷川大臣の勧めを踏まえた関係者によ
る検討会が開催
　（P18　１（２）⑬）

平成31年
1月9日

　事務方が𠮷川大臣に２次案へのコメント
案を説明
　（P19　１（２）⑮）

1月11日
　OIEに２次案へのコメントを提出
　（P19　１（２）⑯）

2月1日
　空舎延長事業発動
　（平成31年3月31日まで）
　（P35　３（２）①）

2月19日
　食肉鶏卵課が日本養鶏協会と意見交換
　（P36　３（２）②）

養鶏・鶏卵行政に関する経緯

平成29年
5月23日

10月

10月
　OIEの２次案を入手　
　（止まり木等の設置の必須化）
　（P14　１（２）➃）

　OIEの１次案を入手
　（止まり木等の設置は任意事項）
　（P13　１（２）①）

　伊藤国際衛生対策室長が第85回OIE総
会において、アニマルウェルフェアのガイ
ダンスは、加盟国の飼養実態等を踏まえ
た柔軟なものとすることが重要との旨主張
　（P22　１（３）⑤ア）
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日付 アニマルウェルフェア 公庫融資 鶏卵生産者経営安定対策事業 備考

3月26日
・３月26日、大臣室に
て200万円収受の疑い
（報道）

4月9日
　秋田元代表が富田畜産部長に面会し、
要望
　（P37　３（２）⑤）

4月19日
　食肉鶏卵課が日本養鶏協会と意見交換
し、空舎延長事業に力点を置く方針を提示
　（P40　３（２）⑨）

令和元年
5月以降

　省内の予算ヒアリング開始
　（P41　３（２）⑩）

6月5日

　食肉鶏卵課が秋田元代表を含む日本養
鶏協会と意見交換
　秋田元代表から事務方に対し要望
　（P41　３（２）⑪）

7月1日
　食肉鶏卵課が秋田元代表を含む日本養
鶏協会と意見交換
　（P42　３（２）⑫）

8月2日
・８月２日、大臣室にて
100万円収受の疑い
（報道）

8月20日
　秋田元代表が渡邊畜産部長に面会し、
要望
　（P27　２（２）①）

8月30日
　令和２年度予算概算要求
　（P42　３（２）⑬）

9月11日

（𠮷川大臣退任）

9月18日

・９月18日、𠮷川元大
臣、秋田代表と職員
（水田局長等）が会食
（P56　４（３）①）

10 月
　OIEの３次案を入手
　（止まり木等の設置は推奨事項に変更）
　（P20　１（２）⑰）

10月31日
　秋田元代表が横山経営局長に面会し、
要望
　（P27　２（２）②）

11月1日
　秋田元代表が望月食肉鶏卵課長に面会
し、要望
　（P44　３（２）⑭）

12月4日
　秋田元代表が公庫職員に面会し、要望
　（P28　２（２）③）

12月17日
　秋田元代表が末松事務次官に面会し、
要望
　（P28　２（２）➃）

12月20日
　令和２年度予算概算決定
　（P45　３（２）⑮）

水田生産局長と渡邊畜産部長が大臣室に呼ばれ、秋田元代表に引き合わされる
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励
金
や
成
鶏
処
理
場
へ
の
支
援
を
充
実
し
ま
す
。

＜
奨
励
金
単
価

※
(
)内
は
1
0
万
羽
未
満
飼
養
生
産
者
＞

【拡
充
】・
空
舎
期
間
6
0
～
9
0
日
2
1
0
円
/羽
（
2
7
0
円
/羽
→
3
1
0
円
/
羽
）

【新
規
】・
空
舎
期
間
9
1
～
1
2
0
日

4
2
0
円
/
羽
（
6
2
0
円
/
羽
）

【拡
充
】・
食
鳥
処
理
場
へ
の
奨
励
金
2
3
円
/羽
→
4
7
円
/
羽

3
．
需
給
見
通
し
の
作
成
【新

規
】

○
需
要
に
応
じ
た
鶏
卵
の
生
産
・供
給
を
推
進
す
る
た
め
、
事
業
実
施
主
体
に
よ
る
鶏

卵
の
需
給
見
通
し
の
作
成
を
支
援
し
ま
す
。

＜
事
業
の
流
れ
＞

鶏
卵
生
産
者
経
営
安
定
対
策
事
業

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

鶏
卵
価
格
が
低
落
し
た
場
合
、
経
営
規
模
に
拘
わ
ら
ず
価
格
差
補
塡
を
行
い
、
更
に
低
落
し
た
場
合
、
鶏
舎
を
長
期
に
空
け
る
取
組
へ
の
奨
励
金
や
成
鶏
処
理
場
へ
の
支
援
を

充
実
し
、
こ
れ
ら
の
予
算
を
新
た
に
基
金
化
し
ま
す
。
併
せ
て
新
た
に
鶏
卵
の
需
給
見
通
し
の
作
成
を
支
援
す
る
こ
と
で
、
鶏
卵
の
需
給
と
価
格
の
安
定
を
図
り
ま
す
。

＜
政
策
目
標
＞

食
料
・農
業
・農
村
基
本
計
画
に
お
け
る
生
産
努
力
目
標
の
達
成
2
4
1
万
ト
ン
（
令
和
７
年
度
）【
令
和
2
年
度
予
算
概
算
決
定
額
5
,1
7
4
（
4
,8
6
2
）
百
万
円
】

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
生
産
局
食
肉
鶏
卵
課
（
0
3
-6
7
4
4
-2
1
3
0
）

民
間
団
体
等

生
産
者

国【
積
立
金
】
国
：
生
産
者
＝
１
：
７

積
立
金

補
塡
基
準
価
格

（
1
8
3
円
/k
g
)

［
価
格
］

3
0
日
前

標
準
取
引
価
格

奨
励
金
の
対
象
と
な
る
成
鶏
の
出
荷

差
額
の
９
割
を
補
塡

安
定
基
準
価
格

（
1
6
1
円
/k
g
）

【
協
力
金
】
国
：
生
産
者
＝
３
：
１

民
間
団
体
等

生
産
者

国
協
力
金

補
塡
金

奨
励
金

（
１
の
事
業
）

（
２
の
事
業
）

3
0
日
後
※

※
安
定
基
準
価
格
を
上
回
る
日
の
前
日
ま
で
に
、

食
鳥
処
理
場
に
予
約
さ
れ
て
い
る
場
合
。

需
要
に
応
じ
た
生
産
・
供
給

需
給
見
通
し
の
作
成

民
間
団
体
等

国
定
額

（
３
の
事
業
）

（
１
及
び
２
の
事
業
）

生
産
者

卸
売
業
者

加
工
業
者

事
業
実
施

主
体
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年

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30 ・30.10.4 𠮷川大臣、秋田代表と職員が会食
・30.11.21 都内ホテルにて200万円収受の疑い（報
道）

元

・31.3.26 大臣室にて200万円収受の疑い（報道）
・元.8.2 大臣室にて100万円収受の疑い（報道）
・元.9.18 𠮷川大臣、秋田代表と職員が会食

2

3

4

5

備考事業内容等

鶏卵生産者経営安定対策事業の主な変遷

【鶏卵価格安定対策】

補助率：1／8

予 算：12.5億円（基金）

【鶏卵価格安定対策】

補助率：1／8

予 算：13.5億円（基金）

【鶏卵需給安定緊急支援（ALIC）】

補助率：定額

予 算：36.5億円

【鶏卵生産者経営安定対策】

○空舎延長（補助率：定額）

執行：0億円

○価格差補填（補助率：1／4）

予算：51.9億円 執行：32.2億円

規模要件なし

○空舎延長（補助率：3／4）

執行：0億円

空舎延長事業の発動時、

40万羽以上は補填対象外

○空舎延長（補助率：3／4）

執行：0億円

空舎延長事業の発動時、

10万羽以上は補填対象外

○空舎延長（補助率：3／4）

規模要件なし

吉
川
大
臣
就
任
期
間

（卵価）

181

176

205

209

221

200

197

170

180

164

○価格差補填（補助率：1／4）

予算：51.9億円 執行：2.0億円

○価格差補填（補助率：1／4）

予算：48.6億円 執行：14.6億円

○価格差補填（補助率：1／8）

予算：51.7億円（基金）

予算：51.9億円 執行：40.4億円

予算：51.9億円 執行：38.4億円

予算：51.9億円 執行：5.2億円

予算：51.9億円 執行：12.2億円

予算：48.6億円 執行：38.2億円

予算：48.6億円 執行：21.5億円

執行：9.9億円

執行：8.9億円

執行：0億円

執行：0億円

執行：10.4億円

執行：21.7億円
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